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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 第65期 第66期 第67期 第68期 第69期

決算年月 2021年３月 2022年３月 2023年３月 2024年３月 2025年３月

売上高 (百万円) 22,754 40,531 57,672 47,987 36,497

経常利益又は経常損失

（△）
(百万円) △30 769 1,579 2,782 △373

当期純利益又は当期純損失

（△）
(百万円) △414 731 1,290 2,555 △257

持分法を適用した場合の投

資利益
(百万円) － － － － －

資本金 (百万円) 9,155 9,155 9,155 9,155 9,155

発行済株式総数 (株) 32,533,000 32,533,000 32,533,000 32,533,000 32,533,000

純資産額 (百万円) 12,622 13,360 14,657 17,234 16,841

総資産額 (百万円) 33,894 39,018 40,087 38,134 33,042

１株当たり純資産額 (円) 388.00 410.68 450.57 529.77 517.70

１株当たり配当額
(円)

－ － － 4.00 －

(内１株当たり中間配当額) (－) (－) (－) (－) (－)

１株当たり当期純利益又は

１株当たり当期純損失

（△）

(円) △12.74 22.50 39.66 78.57 △7.93

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益
(円) － － － － －

自己資本比率 (％) 37.2 34.2 36.6 45.2 51.0

自己資本利益率 (％) － 5.6 9.2 16.0 －

株価収益率 (倍) － 77.35 37.62 12.82 －

配当性向 (％) － － － 5.1 －

営業活動によるキャッ

シュ・フロー
(百万円) △90 145 8,245 3,439 274

投資活動によるキャッ

シュ・フロー
(百万円) △7,768 △2,201 △1,415 △536 △416

財務活動によるキャッ

シュ・フロー
(百万円) 8,687 794 △2,344 △1,512 △2,275

現金及び現金同等物の期末

残高
(百万円) 2,529 1,303 5,806 7,322 4,894

従業員数
(人)

307 337 336 339 361

(外、平均臨時雇用者数) (38) (43) (66) (70) (63)

株主総利回り (％) 241.7 314.1 269.3 182.5 84.8

（比較指標：TOPIX配当込

み）
(％) (142.1) (145.0) (153.4) (217.0) (213.6)

最高株価 (円) 1,520 2,485 2,091 1,501 1,074

最低株価 (円) 484 826 1,026 816 454
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　（注）１．第65期及び第69期は、当期純損失であるため、自己資本利益率、株価収益率及び配当性向は記載しておりま
せん。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、潜在株式が存在しないため、また、第65期及び第69期について
は、１株当たり当期純損失であるため記載しておりません。

３．第66期及び第67期の配当性向については、無配のため記載しておりません。
４．第65期、第66期、第67期及び第69期の１株当たり配当額については、無配のため記載しておりません。
５．当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、「連結経営指標等」については記載しておりません。
６．最高株価及び最低株価は、2022年４月４日より東京証券取引所スタンダード市場におけるものであり、それ

以前については東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであります。
７．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第66期の期首から適用してお

ります。
８．第67期より金額の表示単位を千円単位から百万円単位に変更しております。なお、比較を容易にするため、

第66期以前についても、表示単位を千円単位から百万円単位に変更しております。
 

２【沿革】

1957年12月 大阪市生野区において株式会社田中化学研究所を設立。兵庫県尼崎市に武庫川工場を新設し、

フェライト用炭酸マンガンの生産を開始。

1959年８月 兵庫県芦屋市に芦屋工場を新設。

1973年12月 水酸化ニッケルの販売を開始。

1986年８月 ニッケルカドミウム電池用高密度水酸化ニッケルの生産を開始。

1988年９月 福井臨海工業地帯に福井工場を新設するとともに、芦屋工場を閉鎖。

1991年10月 ニッケル水素電池用高密度水酸化ニッケルの生産を開始。

1991年11月 福井県福井市に本社を移転。

1995年５月 大阪市中央区に大阪支社を開設。

1995年８月 リチウムイオン電池用酸化コバルトの生産を開始。

1996年12月 福井県坂井市坂井町に物流センターを新設。

1997年５月 高容量型水酸化ニッケル（コバルトコート品）の生産を開始。

1999年７月 ISO14001の認証を取得。

1999年12月 東京都千代田区に東京支社を開設。

2000年２月 日本証券業協会に株式を店頭登録。

2002年10月 ISO9001の認証を取得。

2003年８月 三元系正極材料の生産を開始。

2004年12月 日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場。

2007年６月 武庫川工場を閉鎖するとともに福井工場に統合。

2009年９月 三元系正極材料の米国特許を取得。

2010年４月 ジャスダック証券取引所と大阪証券取引所の合併に伴い、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱに上場。

2012年１月 三元系正極材料の日本国特許を取得。

2013年７月 東京証券取引所と大阪証券取引所の統合に伴い、東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）に

上場。

2014年２月 大阪支社・東京支社（東京事務所に改称）を移転。

2016年10月 第三者割当による新株式発行により住友化学株式会社の子会社となる。

2021年11月 大阪支社を移転。

2022年４月 東京証券取引所の市場区分の見直しにより、東京証券取引所のＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）から

スタンダード市場に移行
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３【事業の内容】

当社は、二次電池用の正極材料の製造販売を主な事業としております。

当社は二次電池事業の単一セグメントであるため、セグメントごとに記載しておりません。

 

事業の系統図は、次のとおりであります。

 
 

４【関係会社の状況】

 関係会社は次のとおりであります。

名称 住所
資本金
(百万円)

主要な事業の
内容

議決権の
所有割合
又は被所
有割合

(％)

関係内容

（親会社）

住友化学株式会社
東京都中央区 90,059 総合化学工業

被所有

50.43

株式の被所有

出向者の受入

（出向者10名）

 （注）有価証券報告書提出会社であります。
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５【従業員の状況】

（１）提出会社の状況

    2025年３月31日現在

従業員数
（人）

平均年齢
（歳）

平均勤続年数
（年）

平均年間給与
（円）

361 (63) 36.2 7.3 5,763,216

（注）１．従業員数は、就業人員であり、臨時雇用者数は( )内に年間の平均人員を外数で記載しております。

　　　　２．平均年間給与は、基準外賃金及び賞与が含まれております。

　　　　３．当社は二次電池事業の単一セグメントであるため、セグメントごとに記載しておりません。

 

（２）労働組合の状況

　当社の労働組合は田中化学研究所労働組合と称し、全国繊維化学食品流通サービス一般労働組合同盟(ＵＡゼン

セン)に加盟しております。

　2025年３月31日現在の組合員数は199名で、労使関係は1960年結成以来、円満に推移しており特記すべき事項は

ありません。

（３）管理職に占める女性労働者の割合、男性労働者の育児休業取得率及び労働者の男女の賃金の差異

当事業年度

管理職に占める
女性労働者の割合
　　 （％）
　　 （注）１

男性労働者の育児休業取得率（％）
（注）１

労働者の男女の賃金の差異（％）
（注）１

正規雇用労働者
パート・
有期労働者

全労働者 正規雇用労働者
パート・
有期労働者

7.5 83.3 －（注）２ 77.5 78.0 77.2

（注）１．「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（平成27年法律第64号）の規定に基づき算出したも

のであります。

２．パート・有期労働者のうち配偶者が出産した男性労働者は０名であります。
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第２【事業の状況】
 

１【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

　当社の経営方針、経営環境及び対処すべき課題等は、以下のとおりであります。

　なお、文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。

（１）経営方針

当社は、①「正極材開発で培ってきた独自技術を基盤に独創的な新製品を生み出すことを通じて、地球環境課題

の解決に挑戦し、持続可能な社会の実現を目指します」②「社員一人ひとりを尊重し、各人が能力と主体性を高

め、互いに協力し合う意欲あふれる企業風土をつくりあげます」を経営理念として、常に人間と社会の調和を図り

ながら、新しい科学技術の創造と発展を目指していくことを基本方針としております。

 

（２）経営戦略等

当社は拡大する二次電池市場の中長期的な需要増に対応するため、設備増強投資と設備稼働に向けた組織人員体

制の強化に取組んでおり、顧客のニーズに積極的に対応してまいります。

（経営戦略）

①リチウムイオン電池向け材料事業の最適化

②ニッケル水素電池向け材料事業の最適化

③グローバルに通用する競争力の確保と維持

④人材組織活性化

 

（３）経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

当面目標とする経営指標は経常利益黒字化の定着を掲げております。

 

（４）経営環境

当社の主たるマーケットである二次電池市場は、環境配慮や省エネを背景とした自動車のｘＥＶ化とともに市場

が急拡大するとみられておりましたが、各国の補助金政策の縮小などの影響から特にＢＥＶの需要拡大のスピード

が失速、停滞局面となっております。

リチウムイオン電池に関して、民生用途は従来の携帯機器、電動工具や定置型蓄電池に加え、データセンター用

バックアップ電源、農業機械や建設機械向けなど用途が拡大してきております。車載用途は自動車のｘＥＶ化に伴

いＨＥＶ、ＰＨＥＶ、ＢＥＶ向けに中長期的に需要拡大が見込まれております。また、これらに使用される正極材

料は航続可能距離、安全性や低コストなど求められる目的に応じてＮＣＭ（ニッケル、コバルト、マンガン）と

いった三元系やＬＦＰといった鉄系のものなど多様化しております。さらに当社の事業領域である三元系では材料

に求められる顧客のニーズに変化があり、当社としても技術確立とともに段階的に製造対応を図っております。

ニッケル水素電池に関して、リチウムイオン電池に対して出力特性が高い、安全性に対する高い信頼性、市場で

の実績など特徴を生かし、引き続きＨＥＶ用途での使用が見込まれております。

 

（５）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

①顧客のニーズにそった適時的確な対応（技術及び製造対応での供給体制の確立）

②使用原料の多角化対応（リサイクル原料の活用と循環型社会への貢献）

③インフラ設備の経年更新・能力拡充へ向けての対応

④人的資本の拡充（優秀な人材の採用、人材の定着と省人化対策、人材開発、教育の充実化）

⑤上記課題対応のための資金確保

 

（６）対処方針等

当社は中長期的な需要増に対応するため、数年かけてインフラを含めた設備増強投資と設備稼働に向けた組織人

員体制の強化で、リチウムイオン及びニッケル水素電池向け製品の増産体制の構築に取組んでおり、年間約５万ト

ンの生産能力となっております。これらの生産能力を最大限に活用し、既存顧客への拡販及び新規顧客に対して供

給体制の最適化を図り、設備の本格稼働へ向けて段階的に準備を行っております。また、生産性、品質安定性、設

備負荷等を考慮した生産ラインの最適化を図ることでコスト競争力を高めた強靭な製造力の追求と使用原料の多角

化を推進し、製品開発を含め顧客のニーズにそった適時的確な提案をしてまいります。
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２【サステナビリティに関する考え方及び取組】

文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。

（１）サステナビリティに関する考え方及び取組みの状況について

当社は、以下をサステナビリティ基本方針として定め取組んでおります。

新しい科学技術の創造と発展を目指すことによって、企業価値を向上させ、人々の豊かな暮らしや、社会、地球

環境が抱える問題の解決に貢献してまいります。そのために、経済性の追求、安全・環境・品質保証活動、社会貢

献活動のそれぞれに積極的に取組み、サステナビリティを推進してまいります。さらに、これらの取組みを通じ

て、社会の持続可能な発展に大きな役割を果たし、自らも発展を続けてまいります。

 

1）ガバナンス

世界的に温室効果ガスの排出削減における取組みが推進される中、気候変動対応が企業のサステナビリティ

推進には不可欠であり、かつ当社設備の稼働率が上昇した際には、生産量の増加に伴い二酸化炭素（CO2）排出

量も増加することが予想されていることから、カーボンニュートラルに向けた諸対応をサステナビリティ上の

重要課題と捉えております。

なお、当社では、サステナビリティを推進する体制として、社長執行役員を委員長としたレスポンシブル・

ケア（ＲＣ）委員会を設置・開催しております。

ＲＣ委員会では、関係部門から提示されたカーボンニュートラルをはじめ、安全衛生管理、保安管理、環境

保全、化学品管理、製品安全及び品質保証のための施策を総合的に管理するとともに、当社としてのサステナ

ビリティ推進の方向性について議論し、それらの取組みに関する最終確認を行っております。

2）リスク管理

当社ではＲＣ委員会を年２回開催し、以下のような当社の環境・安全等に関する各種施策や課題を議論し検

討する中でリスク管理を行っております。

・安全衛生管理方針、環境方針、品質方針の策定及び活動に関すること

・ISO-14001規格に基づく環境マネジメントシステムの維持及び継続的改善に関すること

・ISO-9001規格に基づく品質マネジメントシステムの維持及び継続的改善に関すること

・中・長期計画の策定に関すること

・カーボンニュートラルに関する評価

リスク及び機会の識別に関しては、環境マネジメントシステム及び品質マネジメントシステムの中で評価及

び管理をしております。

さらに、サイバーセキュリティに係るリスクについては、総務人事担当役員を委員長に、各事業部門の部門

長をはじめとする構成員からなる情報セキュリティ委員会を年２回開催しております。本委員会では、最新の

情報セキュリティ環境に関する意見交換や情報資産区分及び管理方法の検討を行うほか、情報セキュリティに

関する環境変化、情報セキュリティ事故の発生等の事象に際して召集し、各委員による意見交換・集約を行

い、取締役会へ活動を報告しております。

3）戦略、指標と目標

当社は親会社である住友化学株式会社のグループ会社として、CO2排出量削減に積極的に取組むとともに、Ｒ

Ｃ委員会による定期的な進捗管理を通じて、目標達成に向けた活動を推進しております。2024年度は重油から

ＬＮＧへの燃料転換を行いました。その他CO2排出量削減の取組みとして、CO2排出量がゼロである『グリーン

電力』の買電や、工場内の電灯・灯火類のＬＥＤ化、エアコン等の更新によるエネルギー高効率機器への変換

等を行っております。

上記の取組みを通じて、2013年度のCO2排出量（22,930t）を基準に、2030年度に50％削減、2050年度にカー

ボンニュートラルを達成することを目標としており、2024年度の排出量は11,346tとなっております。

 

※上記CO2排出量はScope1とScope2を併せた排出量。

Scope1：事業者自らによる温室効果ガスの直接排出

Scope2：他社から供給された電気、熱・蒸気の使用に伴う間接排出
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（２）人的資本について

1）戦略

当社は、電気自動車をはじめとする環境対応車に搭載される電池材料の研究・製造・販売等の事業を展開し

ております。また、現在は、福井事業所で年間約５万トン規模の生産体制を確立するとともに、安定的な利益

を確保できるより強靭な企業体質を目指すべく、各事業活動に注力しております。なお、事業展開の上では、

必要な人材を確保するとともに、その一人ひとりが当社で技術・能力を最大限に発揮できるよう育成すること

が急務となっております。そのために、労働諸条件の改善に加えて効果的な人事諸制度の導入・運用、ダイ

バーシティ、エクイティ＆インクルージョンの推進、ワーク・ライフ・バランスの推進、人材開発の充実を通

して、全従業員の事業に対するエンゲージメントを高めるとともに、安全かつ健康に働くことができる職場環

境を整えてまいります。

 

2)指標及び目標

全従業員が自身の能力を発揮し、仕事と生活の調和を図り、働きやすい職場環境の整備を行うために、次世

代育成支援対策推進として、会社全体での有給休暇取得率を75％以上と定め、全従業員へ有給休暇の取得推進

を啓蒙しております。あわせて男性及び女性社員への育児休業の取得促進も進めております。また、2025年度

は時間外労働の前年度比20％削減を目標に掲げ、生産性向上／合理化プロジェクトを開始しました。

その結果、2024年度の年次有給休暇の取得については、86％の取得実績、育児休業取得に関しては、女性

100％、男性83％の取得率となっております。また、女性の活躍推進にも焦点を当て、出産・育児と仕事を両立

できる職場環境の整備に加え、当社の管理職に占める女性社員の割合を６％以上とする目標達成に向けて、能

力開発のための定期的なコミュニケーション実施や研修等を通じた着実なキャリアアップを支援しておりま

す。このような取組みにより、2024年度の管理職に占める女性社員の割合は7.5％となっており、引き続き上記

取組みを継続してまいります。なお、女性活躍推進に向けた取組み強化により、2023年２月より「ふくい女性

活躍推進企業プラス＋」に登録認定されております。
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３【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営者が提出会社の財政状態、経営成

績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識している主要なリスクは、以下のとおり

であります。

なお、文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。

（１）主要原材料の価格変動について

当社製品の主要原材料であるニッケル及びコバルトは国際市況商品であるため、海外の需給状況及び為替相場に

より仕入価格が変動いたします。また、苛性ソーダや硫酸などの主要ケミカル材料及び重油などの燃料も国内外の

需給状況などにより仕入価格が変動いたします。当社製品の販売価格は、基本的には主要原材料価格に連動して決

定される仕組みとなっておりますが、主要原材料価格が急激に変動した場合には、製品価格への転嫁が遅れること

などにより、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

（２）二次電池正極材料への依存度が高いことについて

当社は、無機化学製品として二次電池正極材料を製造・販売しております。このため、ｘＥＶ及び携帯機器、電

動工具や定置型電池などの民生機器が主要な用途であります国内外の二次電池の市場動向や技術動向が、当社の業

績に影響を及ぼす可能性があります。

（３）特定の取引先への依存度が高いことについて

当社の主な販売先のうち、パナソニックホールディングス㈱・トヨタバッテリー㈱・STM Co.,Ltd.の３社に対す

る売上高の依存度が2025年３月期において約75％と高くなっております。このような取引関係が継続困難となった

場合や、各社の製品需要の動向その他種々の変化によっては、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

（４）製品のライフサイクルについて

当社は、研究開発型企業として常に技術的に進化した新製品の開発と市場化に向けた努力を行っております。ま

た、主要なマーケットである二次電池市場も日進月歩の技術的進歩が常に起こっており、その結果、当社製品の中

には、ライフサイクルが比較的短く、また、その製造設備を他に転用することが困難であるために、十分な減価償

却が進まないうちに設備除却または減損処理を余儀なくされる場合があり、その状況によっては当社の業績に影響

を及ぼす可能性があります。

（５）生産が福井工場に集中していることについて

当社は、2007年６月末の武庫川工場の閉鎖実施後は、福井工場における一極生産体制となっております。その結

果、地震等の自然災害その他何らかの事由により福井工場における生産の円滑な継続に支障の出る事態となった場

合には、その状況によっては当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

（６）親会社との関係について

当社の親会社は住友化学株式会社（以下、住友化学といいます。）であり、当社は連結子会社として住友化学グ

ループに属しております。

当社の経営方針についての考え方や利害関係が住友化学との間で常に一致することの保証はなく、住友化学によ

る当社の議決権行使及び保有株式の処分の状況等により、当社の事業運営及び当社普通株式の需要関係等に影響を

及ぼす可能性があります。

（７）他社との競合や価格競争について

当社の事業は価格競争に晒されております。競合他社の生産能力増強、輸出入時の関税など、様々な理由により

当社の製品は今後も厳しい価格競争に晒されるものと予想されます。当社はコストの低減に努めておりますが、価

格競争を克服できない場合、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

（８）増産計画について

当社の増産計画は、当社製品の需要予測などを踏まえて策定し、実行しております。経済情勢の悪化や販売予定

先の状況の変化、設備の不具合などにより計画どおりに進展しない場合、当社の業績に影響を及ぼす可能性があり

ます。

（９）製品の品質について

当社は、世界的に認められている厳格な品質管理基準に従って、各種製品を製造しておりますが、全ての製品に

ついて欠陥が無く、将来にわたってリコールが発生しないという保証はありません。大規模な製品事故や予期せぬ

品質問題の発生は、多額のコストや当社の評価に重大な影響を与え、当社の業績に影響を及ぼす可能性がありま

す。

（10）棚卸資産の評価損について

当社が保有する棚卸資産について、将来需要の変化や市場環境の悪化などにより、評価損の計上が必要となり、

当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

（11）固定資産の減損について

当社は減損会計を適用しております。将来、当社が保有する固定資産について、経営環境の著しい悪化などによ

る顧客からの受注の減少や加工販売単価の下落などにより、減損損失が発生し、当社の業績に影響を及ぼす可能性

があります。
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（12）為替レート変動について

当社は、国内で製造した製品を海外に輸出するとともに海外から原料品を輸入しておりますが、製品輸出高は原

料品輸入高を上回っております。外国通貨に対して円高が進行した場合、海外で生産された製品に対する価格競争

力が低下することに加え、輸出手取額の減少が輸入支払額の減少を上回ることになります。為替レートの変動によ

るリスクを完全にヘッジすることはできないため、円高の進行は当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

（13）金利変動について

当社は、資金需要に対してその内容や財政状態及び金融環境を考慮し、調達の金額・期間・方法などを判断して

おります。今後の金利の変動に備え、変動金利・固定金利を適宜組み合わせて調達を行うこととしておりますが、

金利が上昇した場合には支払利息が増加し、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

（14）研究開発について

当社は、販売先のニーズに合わせた新技術・新製品をスピーディーに上市するため、積極的に研究開発を行って

おります。新製品が販売予定先に採用されない、または新製品の開発が著しく遅延もしくは断念される場合には、

競争力が低下し、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

（15）知的財産の侵害について

当社は、他社と差別化できる技術とノウハウを蓄積し事業の競争力を強化してきましたが、当社独自の技術・製

品とノウハウの一部は、厳正な管理を行っているものの、予期せぬ事態により外部に流出する可能性があり、ま

た、特定の地域ではこれらの知的財産の完全な保護が不可能なため、第三者が当社の知的財産を使用して類似製品

を製造することを効果的に防止できない可能性があります。また将来、知的財産に係る紛争が生じ、当社に不利な

判断がなされる可能性があります。

（16）規制変更について

当社は、日本及び販売先の関係する各国の規制に従い、業務を遂行しております。将来における法律、規則、政

策、実務慣行、解釈及びその他の変更並びにそれらによって発生する事態が、当社の業務遂行や業績に影響を及ぼ

す可能性があります。また、将来的に環境及び化学品安全などに対する法的規制が強化され、新たな対策コストが

発生する可能性があります。

（17）財務制限条項の付された借入契約について

当社は、運転資金調達のため取引銀行５行とコミットメントライン契約並びに設備投資資金調達のため取引銀行

１行と当座借越契約を締結しております。本契約には一定の財務制限条項が付されております。

当事業年度末日現在においては財務制限条項に抵触しておりませんが、予測できない業績の変動によっては、財

務制限条項に抵触することにより期限の利益を喪失し、期限前に返済が必要となり、当社の業績及び財政状態に影

響を与える可能性があります。
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４【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）業績等の状況の概要

①財政状態の状況

（資産）

流動資産は、前事業年度末比3,461百万円の減少となりました。その主な要因は、グループ預け金が2,700百万

円、売上債権が1,043百万円、棚卸資産が612百万円減少したことによるものです。

固定資産は、前事業年度末比1,629百万円の減少となりました。その主な要因は、設備投資による固定資産の取

得2,639百万円に対し、減価償却費2,126百万円及び固定資産圧縮損1,095百万円を計上したことによるものです。

（負債）

負債は、前事業年度末比4,698百万円の減少となりました。その主な要因は、仕入債務が3,012百万円、短期借入

金が600百万円、長期借入金が1,500百万円減少したことによるものです。

（純資産）

純資産は、当期純損失を計上したこと等により前事業年度末比392百万円減少の16,841百万円となり、自己資本

比率は51.0％となりました。

 

②経営成績の状況

当事業年度における二次電池業界は、世界的に自動車のｘＥＶ化（ＨＥＶ、ＰＨＥＶ、ＢＥＶ、ＦＣＥＶ）が

進行している中、各国における補助金縮小などの影響から特にＢＥＶの需要拡大のスピードが失速、停滞局面と

なっております。一方で中国勢は低価格を武器に電池材料から自動車にかけて業界での存在感を一層高めてお

り、世界各国の自動車をはじめとする関連メーカーは戦略の見直しを余儀なくされております。

このような市場環境の中、当社の足もとの業績をみますと、主要顧客の増産時期の後ろ倒しや在庫調整の長期

化などから当初想定していた販売量から大幅に減少したことに加え、各原材料資材、エネルギーはじめ物価高や

労務費上昇などの影響から総じてコストが増加しております。また、取引先のNorthvoltがスウェーデン国で破

産手続きを開始したことにより、販売予定であった棚卸資産の評価損失を約14億円計上したことも大きく影響

し、営業利益以降で損失計上と非常に厳しい業績となっております。

以上の結果、売上高36,497百万円（前事業年度比23.9％減）、営業損失338百万円（前事業年度は営業利益

2,771百万円）、経常損失373百万円（前事業年度は経常利益2,782百万円）、当期純損失は257百万円（前事業年

度は当期純利益2,555百万円）となりました。

主要な製品用途別の販売数量の概況は以下のとおりです。なお、当社は二次電池事業の単一セグメントである

ため、セグメントごとに記載しておりません。

「リチウムイオン電池向け製品」

前事業年度比で22.3％の減少となりました。用途別の増減は次のとおりです。

・車載用途（割合97％）は、顧客ごとの販売数量の増減の影響により、前事業年度比で19.6％の減少となりま

した。

・民生用途（割合３％）は、最終製品の需要減少により前事業年度比で61.3％の減少となりました。

「ニッケル水素電池向け製品」

前事業年度比で14.9％の増加となりました。用途別の増減は次のとおりです。

・車載用途（割合100％）は、主要顧客からの受注が順調に推移し、前事業年度比で14.9％の増加となりまし

た。

（ご参考）

　　　　　（ニッケル国際相場：円換算）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　（単位：円／ｋｇ）

 ４～６月平均 ７～９月平均 10～12月平均 １～３月平均

2025年３月期 2,885 2,446 2,454 2,391

2024年３月期 3,095 2,961 2,563 2,486

 

　　　　　（コバルト国際相場：円換算）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：円／ｋｇ）

 ４～６月平均 ７～９月平均 10～12月平均 １～３月平均

2025年３月期 5,586 5,039 4,935 4,978

2024年３月期 4,966 5,717 5,603 5,466

　　　　　※　ニッケル　LME（ロンドン金属取引所）月次平均×TTS月次平均

　　　　　　　コバルト　LMB（ロンドン発行メタルブリテン誌）月次平均×TTS月次平均
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　　　　　（相場関連損益）

営業利益に含まれている、主原料の購入から製品の払出までの期間の主原料の相場変動等に由来する相場関

連利益（損失は△）は、以下のとおりです。

（単位：億円）

2024年３月期 2025年３月期

12 ２

 

③キャッシュ・フローの状況

当事業年度末における現金及び現金同等物は、前事業年度末比2,428百万円減少し、4,894百万円となりました。

　当事業年度における各キャッシュ・フローは次のとおりです。

営業活動によるキャッシュ・フローは、減価償却費の計上や補償金の受取等に対して運転資金の増加や消費税及

び法人税等の支払い等により、274百万円の収入（前事業年度は3,439百万円の収入）となりました。

投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出等により、416百万円の支出（前事業年

度は536百万円の支出）となりました。

財務活動によるキャッシュ・フローは、借入金の返済等により、2,275百万円の支出（前事業年度は1,512百万円

の支出）となりました。

 

④生産、受注及び販売の実績

当社は二次電池事業の単一セグメントであるため、品目別に生産、受注及び販売の状況を記載しております。

 

（生産実績）

 　当事業年度における生産実績を品目別に示すと、次のとおりであります。

品目 生産高（百万円） 前期比（％）

リチウムイオン電池向け製品 27,065 64.5

ニッケル水素電池向け製品 5,357 128.3

その他 47 17.4

合計 32,471 70.0

　（注）生産金額は販売予定価額をもって示しております。

 

（受注実績）

　 当事業年度における受注実績を品目別に示すと、次のとおりであります。

品目 受注高（百万円） 前期比(％) 受注残高（百万円） 前期比(％)

リチウムイオン電池向け製品 27,659 68.9 339 27.2

ニッケル水素電池向け製品 5,177 120.7 245 112.0

その他 0 58.6 － －

合計 32,837 73.9 584 39.8

　（注）受注金額は販売予定価額をもって示しております。
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（販売実績）

　 当事業年度における販売実績を品目別に示すと、次のとおりであります。

品目 販売高（百万円） 前期比（％）

リチウムイオン電池向け製品 28,571 67.8

ニッケル水素電池向け製品 5,151 119.4

その他 2,774 182.5

合計 36,497 76.1

 
（注）最近２事業年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

相手先
前事業年度 当事業年度

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％）

パナソニックホールディングス㈱ 23,946 49.9 22,027 60.4

丸紅㈱ 8,298 17.3 － －

STM Co.,Ltd． 5,247 10.9 － －

（注）当事業年度の丸紅㈱及びSTM Co.,Ltd．への販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合については、当

該割合が100分の10未満となっているため記載を省略しております。

 

（２）経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

経営者の視点による当社の経営成績等の状況に関する分析・検討内容は、以下のとおりであります。

なお、文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において判断したものであります。

 

①財政状態の状況に関する認識及び分析・検討内容

　当事業年度の財政状態の分析につきましては、「（１）業績等の状況の概要、①財政状態の状況」をご参照くだ

さい。

 

②経営成績の状況に関する認識及び分析・検討内容

（売上高）

　当社販売製品の主原料となるニッケル及びコバルトの国際相場が下落基調で推移したことに加え、製品の販売数

量が減少した結果、売上高は前事業年度比23.9％減の36,497百万円となりました。

（売上原価）

　上記主原料の国際相場の変動、製品の販売数量の減少のため、売上原価は前事業年度比19.7％減の34,604百万円

となりました。

（売上総利益）

　以上の結果、売上総利益は1,892百万円（前事業年度は4,884百万円）となりました。また、売上総利益率は

5.2％（前事業年度は10.2％）となりました。

（販売費及び一般管理費）

　販売費及び一般管理費は、前事業年度と比較して117百万円増加の2,230百万円となりました。なお、販売費及び

一般管理費に含まれる研究開発費は515百万円（前事業年度は418百万円）となりました。

（営業利益）

　売上総利益から販売費及び一般管理費を控除した営業損失は338百万円（前事業年度は営業利益2,771百万円）、

売上高営業利益率は△0.9％（前事業年度は5.8％）となりました。

（営業外収益・費用）

　当事業年度は、有利子負債にかかる利息から受取利息を差引いた純金利負担は89百万円（前事業年度は66百万

円）となりました。また、営業外収益として、為替差益49百万円（前事業年度は為替差益76百万円）を計上いたし

ました。以上の結果、営業外収益から営業外費用を差引いた金額は△35百万円となりました。

（経常利益）

　以上の結果、営業利益に営業外収益・費用を加減算した経常損失は373百万円（前事業年度は経常利益2,782百万

円）となりました。売上高経常利益率は△1.0％（前事業年度は5.8％）となりました。

（特別利益・損失）

　当事業年度は、特別利益として、固定資産売却益２百万円、補助金収入1,281百万円、受取補償金303百万円を計

上いたしました。

　特別損失として、固定資産売却損１百万円、固定資産圧縮損1,095百万円、固定資産除却損３百万円、投資有価

証券評価損21百万円を計上いたしました。
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（税引前当期純利益）

　経常利益から特別利益・損失を加減算した税引前当期純利益は92百万円（前事業年度は2,763百万円）となりま

した。

（当期純利益）

　以上の結果、当期純損失は257百万円（前事業年度は当期純利益2,555百万円）となりました。売上高当期純利益

率は△0.7％、1株当たり当期純損失は７円93銭となりました。
 

③キャッシュ・フローの状況の分析・検討内容並びに資本の財源及び資金の流動性に係る情報

（キャッシュ・フロー）
　当事業年度のキャッシュ・フローの分析につきましては、「（１）業績等の状況の概要、③キャッシュ・フロー
の状況」をご参照ください。

　当社の運転資金需要のうち主なものは、原材料の購入のほか、製造費、販売費及び一般管理費等の営業費用であ

ります。投資を目的とした資金需要は、設備投資によるものであります。

　当社は、事業運営上必要な流動性と資金を安定的に確保するよう努めております。

　また、事業活動に必要な資金の流動性を確保するため、取引金融機関と総額2,000百万円のコミットメントライ

ン契約を締結しております。（借入未実行残高2,000百万円）

　設備投資の長期的な資金につきましては、金融機関からの長期借入を基本としております。

　なお、当事業年度末における借入金の残高は8,700百万円、当事業年度末における現金及び現金同等物の残高は

4,894百万円となっております。

（契約債務）

　　2025年３月31日現在の契約債務の概要は以下のとおりであります。

 年度別要支払額（百万円）

契約債務 合計 １年以内 １年超３年以内 ３年超５年以内 ５年超

短期借入金 900 900 － － －

長期借入金 7,800 1,500 6,300 － －

リース債務 527 38 78 75 335

（注）１年内返済予定の長期借入金は、長期借入金に含めております。

（財務政策）

　当社は、運転資金及び設備投資資金の調達を行うため主要取引金融機関とシンジケートローン契約及び当座借

越契約を締結しております。

・借入残高（運転資金の調達）　　　　　　５行　　　　　　　　600百万円（借入未実行残高  －百万円）

・借入残高（設備投資資金の調達）　　　　７行　　　　　　　7,200百万円（借入未実行残高  －百万円）

・借入残高（設備投資資金の調達）　　　　１行　　　　　　　　900百万円（借入未実行残高  －百万円）

・コミットメントラインの借入実行残高　　５行　　　　　　　　 －百万円（借入未実行残高2,000百万円）

 

④経営成績に重要な影響を与える要因についての分析

（棚卸資産）

　当社は、「棚卸資産の評価に関する会計基準」を適用しており、将来需要及び市場環境の変化により評価損の

計上が必要となる可能性があります。

（固定資産の減損）

　当社が有する固定資産のうち、「固定資産の減損に係る会計基準」において対象とされるものについては、損益

報告や経営計画などの企業内部の情報、経営環境や資産の市場価格などの企業外部の要因に関する情報に基づき、

資産又は資産グループ別に減損の兆候の有無を確認し、企業環境の変化や経済事象の発生によりその帳簿価額の回

収が懸念されているかなど、減損損失の認識を判定しております。

　この判定により減損損失を認識すべきと判断した場合には、その帳簿価額を回収可能価額まで減損処理を行って

おります。事業計画や経営・市場環境の変化により、回収可能価額が変更された場合には、減損損失の金額の増加

又は新たな減損損失の認識の可能性があります。
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⑤重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　当社の財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と認められている企業会計の基準に基づき作成されており

ます。財務諸表の作成に当たっては、一定の会計基準の範囲内で見積りが行われている部分があり、これらにつ

いては、過去の実績や現在の状況等を勘案し、合理的と考えられる見積り及び判断を行っております。ただし、

これらには見積り特有の不確実性が伴うため、実際の結果と異なる場合があります。

　なお、財務諸表の作成に当たって用いた会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定のうち、重要なものにつ

いては、「第５　経理の状況　１ 財務諸表等　(1）財務諸表　注記事項（重要な会計上の見積り）」に記載のと

おりであります。
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５【重要な契約等】

（Northvolt(ノースボルト)社に対する前駆体製造技術支援契約及び前駆体販売契約）

相手方の名称 国名 契約締結日 契約内容

Northvolt Ett AB スウェーデン 2019年10月15日
１．前駆体製造技術のライセンス及び技術支援

２．前駆体販売

(シンジケートローン契約）

当社は、運転資金調達のため取引銀行５行とシンジケートローン契約を締結しております。

借入先の名称

株式会社三菱ＵＦＪ銀行

株式会社福井銀行

株式会社三井住友銀行

株式会社北陸銀行

株式会社福邦銀行

組成金額
5,000百万円

（タームローン：3,000百万円、コミットメントライン：2,000百万円）

契約締結日 2017年３月28日

コミットメント期間
2017年３月31日から2018年３月30日まで

（但し１年単位で最大９回までの延長条項あり）

タームローン返済期日 2027年３月31日

資金使途 運転資金

担保提供資産及び保証の有無

担保：取引銀行に対し、本社及び福井工場（福井県福井市）の土地並びに建

物、物流センター（福井県坂井市）の土地並びに建物に根抵当権を設

定し、投資有価証券３銘柄を担保として提供しております。

保証：無保証

なお、本契約には財務制限条項が付されております。

借入残高及び財務制限条項の詳細は、「第５　経理の状況　１ 財務諸表等　(1）財務諸表　注記事項（貸借

対照表関係）　※４　財務制限条項」に記載のとおりであります。

（シンジケートローン契約）

当社は、設備投資資金調達のため取引銀行７行とシンジケートローン契約を締結しております。

借入先の名称

株式会社三菱ＵＦＪ銀行

株式会社三井住友銀行

株式会社福井銀行

株式会社北陸銀行

株式会社福邦銀行

株式会社北國銀行

株式会社滋賀銀行

組成金額 12,000百万円

契約締結日 2020年１月28日

借入実行可能期間 2020年１月31日から2021年３月31日まで

返済期日 2028年３月31日

資金使途 設備投資資金

担保提供資産及び保証の有無

担保：一部の取引銀行に対し、本社及び福井工場（福井県福井市）の土地並

びに建物、物流センター（福井県坂井市）の土地並びに建物に根抵当

権を設定し、投資有価証券３銘柄を担保として提供しております。

保証：無保証

なお、本契約には財務制限条項が付されております。

借入残高及び財務制限条項の詳細は、「第５　経理の状況　１ 財務諸表等　(1）財務諸表　注記事項（貸借

対照表関係）　※４　財務制限条項」に記載のとおりであります。

（コミットメントライン契約）

当社は、運転資金調達のため取引銀行５行と総額5,250百万円のコミットメントライン契約を締結しておりまし

たが、2024年９月29日をもって契約満了により当該契約を終了しております。
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６【研究開発活動】

当社は「正極材開発で培ってきた独自技術を基盤に独創的な新製品を生み出すことを通じて、地球環境課題の解決

に挑戦し、持続可能な社会の実現を目指します。」という経営理念を掲げ、民生用途及び車載用途のニッケル水素電

池並びにリチウムイオン電池用材料の開発を中心に研究開発活動を行っております。

昨今、民生用途においてはスマートフォンを含むタブレット機器の需要の伸長が一段落していることもあり、全体

として成長率は鈍化しているものの、電動工具・定置用蓄電池向けなども含めると需要増加の期待も出てきておりま

す。また車載用途においてはカーボンニュートラルの実現に向けて各自動車メーカーでは環境対応新車種の販売が活

発化しており、充電インフラの整備の促進や１回の充電での走行距離を伸ばすための電池材料及び電池の開発が急が

れております。いずれの市場におきましても、高エネルギー密度化、長寿命化及び高信頼性・安全性に加えて低コス

ト化の要求がますます強くなっております。

当社はこのようなニーズに的確に応えるために、省エネルギーを目指した新プロセス技術開発のみならず、より高

度な材料解析技術や電気化学評価技術なども活用しながら、既存材料の改良、さらには次世代新規材料の研究開発を

推進しております。

研究開発活動における基本スタンスは、粒子形状制御、複数元素共沈、粒子径制御、結晶制御、表面コーティン

グ、化学酸化等のコア技術を基盤に顧客ニーズ・市場ニーズを融合させ、更なるブラッシュアップを図り、積極的に

技術を提案することであります。

また、材料設計に関する基礎科学的な知見の収集と整理による種々の化学反応過程の可視化を通した、生産過程の

合理化に必要な研究開発も実施しております。

研究開発活動に従事する人員は、2025年３月31日現在管理職を含めて37名であります。当事業年度の一般管理費に

含まれる研究開発費の総額は647百万円（売上高比1.8％）となっております。（損益計算書上は試作品売却収入131

百万円を控除した515百万円を計上しております。）なお、当社は二次電池事業の単一セグメントであるため、セグ

メントごとに記載しておりません。

当事業年度における各研究開発の目的、主要課題及び研究成果は次のとおりであります。

　①リチウムイオン電池用正極材料の研究開発

　　民生用リチウムイオン電池は、スマートフォンを含むタブレット機器の普及による、薄型・軽量化・高容量化な

どの要求とともに、電動工具・定置用蓄電池向けなど用途拡大により、高出力化・長寿命化などの要求が高まって

おります。一方、車載用途を中心とした中・大型リチウムイオン電池用途では、高容量、高出力、長寿命、高安全

及び低コストといった正極材料を強く要望されております。

　　これらの幅広い要求を充足させるために、当社の主力製品であります三元系（ニッケル、コバルト、マンガン）

正極材料を基本に、よりニッケルの比率を高めるなどの組成改良によって高容量化を図るとともに、水酸化ニッケ

ルの開発時に培った異種元素固溶や表面修飾といった技術を用いることにより、より優れた性能を発揮することを

目論んだ材料の開発並びに新たなプロセス技術開発も行っております。

　②ニッケル水素電池用正極材料の研究開発

　　ニッケル水素電池は、サイクル特性の向上や長寿命化など引き続き特性向上が求められております。特に環境対

応車や定置用途などの中・大型電池用途においては、長期信頼性・耐久性が求められております。

　　現在、顧客ニーズに応えるべく材料の結晶性や表面状態の制御などの改良を進め、新技術の製品への展開を順次

図っております。特に、水酸化ニッケルコバルトコート表面処理品について、コア材料の水酸化ニッケルへの添加

元素の最適化や結晶性改良等、粉体特性の最適化を図り、更なる電池特性の向上に向けた取組みを進めておりま

す。また、リチウムイオン電池と同様に環境対応車普及のためには電池価格の低減が必須の課題であり、当社とし

ては材料設計の側面からの合理化を図り、コスト低減に向けた開発を行っております。

　③新規分野の研究開発

　　全固体電池向け正極材料開発をはじめとする環境・エネルギービジネス分野において、当社のコア技術を適用す

ることが可能な新たなアイテムにつきまして鋭意マーケティングを行い、提案型研究開発活動を行ってまいりま

す。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

当事業年度の設備投資額は2,561百万円で、インフラ設備等を中心に投資を行いました。

主な投資としてリチウムイオン電池向け製品生産設備337百万円、インフラ設備1,078百万円、研究開発設備87百万

円、ＬＮＧ関連設備等509百万円、その他549百万円の設備投資を実施いたしました。

なお、当事業年度中においてリチウムイオン電池向け製品生産設備の一部において有形固定資産865百万円を除却

しております。

また、当社は二次電池事業の単一セグメントであるため、セグメントごとに記載しておりません。

 

２【主要な設備の状況】

　当社の主要な設備は、以下のとおりであります。

2025年３月31日現在
 

事業所名
（所在地）

設備の内容

帳簿価額

従業員数
(人)建物及び構築

物（百万円）

機械及び装置、
車両運搬具

（百万円）

土地
（百万円）
(面積㎡)

その他
（百万円）

合計（百万円）

本社

(福井県福井市)
統括業務施設 1,277 8

福井工場用地

に含む
36 1,322

41

(4)

福井工場

(福井県福井市)

無機化学製品

製造設備
2,959 8,525

1,400

(94,029.71)
520 13,405

317

(57)

大阪支社

(大阪府大阪市中央区)
販売業務施設 4 － － 0 5

3

(2)

物流センター

(福井県坂井市)
物流倉庫設備 6 0

33

(991.74)

　[5,010.10]

0 40
－

(－)

　（注）１．帳簿価額のうち「その他」は、「工具、器具及び備品」及び「リース資産」であり、建設仮勘定は含んでお

りません。

２．上記の[　]は、外書で賃借中のものであります。なお、年間賃借料は２百万円であります。

３．物流センターには、貸与中の建物０百万円を含んでおります。

４．従業員数の( )は、外書で臨時雇用者数を示しております。

 

３【設備の新設、除却等の計画】

当事業年度末現在における重要な設備の新設及び除却等の計画は、次のとおりであります。

（１）重要な設備の新設
 

事業所名
（所在地）

設備の内容

投資予定金額
資金調達
方　　法

着手及び完了予定年月
完了後の
増加能力総額

（百万円）
既支払額
（百万円）

着手 完了

福井工場

（福井県福井市）
排水設備 2,100 919

自己資金及び

借入金
2024年３月 2025年６月 －

福井工場

（福井県福井市）
原料多角化対応 200 －

自己資金及び

借入金
2025年３月 2025年５月 －

福井工場

（福井県福井市）
粒度分布狭幅化対応 1,868 －

自己資金及び

借入金
2025年６月 2025年12月 －

（注）完成後の増加能力については、合理的な算出が困難なため記載しておりません。

 

（２）重要な設備の除却等

　該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 47,000,000

計 47,000,000

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（2025年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（2025年６月23日）

上場金融商品取引所名又は登録
認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 32,533,000 32,533,000
東京証券取引所

スタンダード市場

 単元株式数

 100株

計 32,533,000 32,533,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

③【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

2019年１月17日

（注）
263,800 32,533,000 120 9,155 120 6,662

　（注）2019年１月17日を払込期日とする第三者割当による新株式の発行により、発行済株式総数が263,800株、資本金

及び資本準備金がそれぞれ120百万円増加しております。

　　　　　　割当先　　　 ＳＭＢＣ日興証券株式会社

　　　　　発行価額　　　　　　　　　　 916.86円

　　　　　　資本組入額　　　　　　　　　 458.43円

 

（５）【所有者別状況】

       2025年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 7 30 57 39 61 12,790 12,984 －

所有株式数

（単元）
－ 14,200 14,608 166,649 6,169 608 122,945 325,179 15,100

所有株式数の

割合（％）
－ 4.37 4.49 51.25 1.89 0.19 37.80 100 －

　（注）自己株式1,253株は、「個人その他」に12単元、「単元未満株式の状況」に53株含まれております。

 

EDINET提出書類

株式会社田中化学研究所(E01050)

有価証券報告書

19/82



（６）【大株主の状況】

  2025年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

住友化学㈱（常任代理人　㈱日本

カストディ銀行）

東京都中央区日本橋2-7-1（東京都中

央区晴海1-8-12）
16,407 50.43

ＳＭＢＣ日興証券㈱ 東京都千代田区丸の内3-3-1 699 2.15

㈱三菱ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内1-4-5 460 1.41

㈱福井銀行（常任代理人　㈱日本

カストディ銀行）

福井県福井市順化1-1-1（東京都中央

区晴海1-8-12）
330 1.01

田中　保 福井県福井市 324 1.00

田中　浩 東京都練馬区 300 0.92

MSIP CLIENT SECURITIES（常任代

理人　モルガン・スタンレーＭＵ

ＦＧ証券㈱）

25CabotSquare, CanaryWharf,

LondonE144QA, U.K.（東京都千代田区

大手町1-9-7）

295 0.91

住友生命保険相互会社（常任代理

人　㈱日本カストディ銀行）

東京都中央区八重洲2-2-1（東京都中

央区晴海1-8-12）
210 0.65

野村信託銀行㈱ 東京都千代田区大手町2-2-2 184 0.57

田中　学 福井県福井市 171 0.53

計 － 19,381 59.58
 
 

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2025年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 1,200 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 32,516,700 325,167 －

単元未満株式 普通株式 15,100 －
１単元（100株）未満の

株式

発行済株式総数  32,533,000 － －

総株主の議決権  － 325,167 －
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②【自己株式等】

    2025年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

㈱田中化学研究所
福井県福井市白方町

45字砂浜割５番10
1,200 － 1,200 0.00

計 － 1,200 － 1,200 0.00

 

２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　普通株式

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　　　　　該当事項はありません。

 

（２）【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

該当事項はありません。

 

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額

（円）
株式数（株）

処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、株式交付、会社分割に係る移転

を行った取得自己株式
－ － － －

その他

（－）
－ － － －

保有自己株式数 1,253 － 1,253 －

（注）当期間における保有自己株式数には、2025年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの買取り及び売渡による

株式は含まれておりません。

 

３【配当政策】

当社は、株主各位に対する利益還元を経営の重要課題とし、安定した配当を極力維持するとともに、業績に応じた

増配等の株主優遇策を実施していくことを利益配分の基本方針としております。

当社は、剰余金の配当を年１回あるいは年２回行うことを基本としており、当社定款にその決定機関を期末配当に

ついては株主総会、中間配当については取締役会とする旨を定めております。

当事業年度の中間配当および期末配当につきましては、誠に遺憾ながら無配とさせていただきました。

 

EDINET提出書類

株式会社田中化学研究所(E01050)

有価証券報告書

21/82



４【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの概要】

①　コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は、経営の監査、監督機能の強化や意思決定の迅速化を更に推進していく観点から、2020年６月26日開

催の第64期定時株主総会の決議を経て、監査等委員会設置会社に移行しております。株主の皆様をはじめとし

た様々なステークホルダーの利益に適うようにすることが、コーポレート・ガバナンスの基本であると認識し

ており、これを実現するため、「意思決定の迅速化」「企業行動の透明性の確保」「アカウンタビリティの充

実」に取組んでおります。

・当社は継続的な企業価値向上を具現化していくために、コーポレート・ガバナンスの強化が必要であると

認識しており、経営責任を明確にし、経営環境の変化に迅速に対応できる経営体制を構築しております。

・当社は、コーポレート・ガバナンス強化の一環として内部統制システムの整備・強化に取組んでおりま

す。

・当社は２名の社外取締役（監査等委員である取締役を除く）と監査等委員である社外取締役２名を選任し

ており、独立性の高い社外取締役による会社経営の監視が可能な体制となっております。

・経営責任を明確にし、経営環境の変化に迅速に対応できる経営体制を構築するために、機関設計として監

査等委員会設置会社を採用するとともに、執行役員制度を導入し、業務執行の迅速化を図っております。

・取締役候補者の指名・報酬等に関し社外取締役の適切な関与・助言を得るべく、取締役会の諮問機関とし

て指名報酬委員会を設置・活用することにより、統治機能の更なる充実を図っております。

・当社と親会社グループとの取引の公正性及び透明性を確保するとともに、当社の少数株主の利益の保護に

資することを目的として、取締役会の諮問機関として社外取締役全員で構成する社外役員審議委員会を設

置しております。

　　　②　企業統治の体制

当社のガバナンス体制は以下のとおりとなっており、現時点において、経営の監査・監督は十分に機能して

おり、一般株主と利益相反が生じることを排除し、中立性の確保がなされていると判断しております。

・企業統治の体制の概要

　1）取締役会

取締役会は毎月定例的に開催するとともに必要に応じて臨時取締役会も開催しております。取締役会は、提

出日（2025年６月23日）現在取締役（監査等委員である取締役を除く）４名（うち社外取締役２名）並びに監

査等委員である取締役３名（うち社外取締役２名）で構成されており、法定事項のほか重要な経営方針及び重

要事項の決定と業務執行状況の報告が行われております。また、経営責任を明確にし、経営環境の変化に迅速

に対応できる経営体制を構築するために、取締役（監査等委員である取締役を除く）の任期を１年、監査等委

員である取締役の任期を２年としております。

なお、2025年６月27日開催予定の定時株主総会の議案（決議事項）として、「取締役（監査等委員である取

締役を除く）４名選任の件」を提案しており、当該議案が承認可決された場合、取締役会は引き続き取締役

（監査等委員である取締役を除く）４名（うち社外取締役２名）並びに監査等委員である取締役３名（うち社

外取締役２名）で構成されることとなります。

当事業年度における取締役会での主な議案及び付議報告の分類と件数と取締役会への出席状況は以下のとお

りです。

取締役会での主な議案及び付議報告の分類と件数

分類 2025年３月期

決算・財務関連 25件

コーポレート・ガバナンス関連 20

リスクマネジメント、内部統制、コンプライアンス関連 5

監査等委員、会計監査人関連 5

人事関連 8

経営戦略 6

個別案件 21

合計 90
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取締役会への出席状況

 

取締役会

開催回数 出席回数 出席率

代表取締役

社長執行役員
横川　和史 21回 21回 100.0％

取締役 久野　和雄 21 20 95.2

取締役 向井　宏好 3 3 100.0

取締役 山口　登造 18 18 100.0

取締役 田中　浩 3 3 100.0

取締役 深堀　敬子 18 18 100.0

取締役

（常勤監査等委員）
大嶋　哲夫 3 3 100.0

取締役

（常勤監査等委員）
山林　稔治 18 18 100.0

取締役

（監査等委員）
増田　仁視 3 3 100.0

取締役

（監査等委員）
井上　毅 21 21 100.0

取締役

（監査等委員）
藤井　宏澄 18 18 100.0

（注）開催回数が異なるのは、就任時期の違いによるものです。

　2）監査等委員会

当社は監査等委員会設置会社であり、常勤監査等委員である取締役１名及び監査等委員である社外取締役２

名で構成されております。また、毎月定例的に監査等委員会を開催し、主要な社内会議への出席、稟議決裁書

類閲覧等による経営情報への十分なアクセスを確保することなどにより、経営に対する監督、牽制機能の強化

を図っております。

　　　　3）執行役員制度

当社では、経営管理組織整備の一環として執行役員制度を導入し、経営意思決定の充実及び業務執行の迅速

化を図っております。執行役員は取締役（１名）を含む７名としております。

　　　　4）執行役員会議

執行役員によって構成される執行役員会議は取締役会が行う経営の意思決定を支える機関として、毎月２回

定例的に経営戦略や重要な施策等の審議を行っております。

　5）内部監査

内部監査部門として内部監査部（人員３名）を設置しております。内部監査部は監査計画に基づいた内部監

査、特命事項に関する内部監査を実施し、社内各部門の業務執行状況のチェックと不正や過誤の防止に努めて

おります。

　6）会計監査

会計監査につきましては、有限責任 あずさ監査法人を監査人に選任しております。

　　　7）社外役員審議委員会

当社と親会社グループとの取引の公正性及び透明性を確保するとともに、当社の少数株主の利益の保護に資

することを目的として、取締役会の諮問機関として社外役員審議委員会を設置しております。

親会社グループと当社との間の取引に利益が実質的に相反する事項が含まれる場合には、社外役員審議委員

会において審議し、結果を取締役会に報告します。
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　　　8）指名報酬委員会

取締役（監査等委員である取締役を除く）候補者の指名案、監査等委員である取締役候補者の指名案、補欠

の監査等委員である取締役候補者の指名案、取締役（監査等委員である取締役を除く）の報酬等、監査等委員

である取締役の報酬等について取締役会からの諮問を受けて審議し、答申する機関として、指名報酬委員会を

設置しております。

当事業年度は取締役会からの諮問に基づき、2024年４月８日に開催され、議長である代表取締役社長執行役

員と委員会メンバーである２名の社外取締役の参加をもって、当事業年度の取締役候補者の指名案と、取締役

の報酬総額の妥当性について審議し、取締役会に答申いたしました。

　　　9）コンプライアンス委員会

当社ではコンプライアンスを経営の根幹であると考えており、代表取締役直属の組織としてコンプライアン

ス委員会を設置し、コンプライアンスの周知・徹底を図っております。委員長を代表取締役社長執行役員、委

員を総務人事担当役員、常勤監査等委員である取締役、総務人事部長、内部監査部長とし、その他必要に応じ

て委員長が他のメンバーを選任できることとしております。

　　　10）内部統制委員会

内部統制委員会は、内部統制監査の結果に基づく複数部署間に対する包括的な是正措置に関する対応、そ

の他内部統制に関する課題対策を協議・立案する代表取締役直属の組織です。経理担当役員を委員長とし、

委員及び内部統制事務局メンバーは委員長が任命することとしております。また、年１回取締役会へ活動状

況を報告しております。

 

各機関の構成員（有価証券報告書提出日現在）は以下のとおりです。

役職名 氏名 取締役会 監査等委員会

 

執行役員会議 社外役員審議

委員会

指名報酬委員会 コンプライアンス

委員会

内部統制

委員会

代表取締役

社長執行役員

横川 和史 ◎  ◎  ◎ ◎  

社外取締役 久野 和雄 〇   ◎ 〇   

取締役 山口 登造 〇       

社外取締役 深堀 敬子 〇   〇    

取締役

（監査等委員）

山林 稔治 〇 ◎ △   〇 △

取締役

（監査等委員）

井上 毅 〇 〇  〇 〇   

取締役

（監査等委員）

藤井 宏澄 〇 〇  〇    

常務執行役員 山崎 龍太   〇   〇  

執行役員 田中 学   〇     

執行役員 中根 堅次   〇     

執行役員 小林 芳彰   〇    ◎

執行役員 高松 満   〇     

執行役員 新葉 智   〇     

内部監査部長 中村 聡志      〇 △

（注）◎は議長、委員長、△はオブザーバーを表す。
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当社は、2025年６月27日開催予定の定時株主総会の議案（決議事項）として、「取締役（監査等委員である取締役を

除く）４名選任の件」を提案しており、当該議案が承認可決された場合の機関ごとの構成は次のとおりであります。

役職名 氏名 取締役会 監査等委員会

 

執行役員会議 社外役員審議

委員会

指名報酬委員会 コンプライアンス

委員会

内部統制

委員会

代表取締役

社長執行役員

紺藤 哲志 ◎  ◎  ◎ ◎  

社外取締役 久野 和雄 〇   ◎ 〇   

取締役 山口 登造 〇       

社外取締役 深堀 敬子 〇   〇    

取締役

（監査等委員）

山林 稔治 〇 ◎ △   〇 △

取締役

（監査等委員）

井上 毅 〇 〇  〇 〇   

取締役

（監査等委員）

藤井 宏澄 〇 〇  〇    

常務執行役員 山崎 龍太   〇   〇  

執行役員 田中 学   〇     

執行役員 中根 堅次   〇     

執行役員 小林 芳彰   〇    ◎

執行役員 高松 満   〇     

執行役員 新葉 智   〇     

内部監査部長 中村 聡志      〇 △

（注）◎は議長、委員長、△はオブザーバーを表す。

 

　当社のコーポレート・ガバナンス体制及び内部管理体制を図式化すると次のとおりです。

※上記の図表は提出日現在の状況を表示しています。
2025年６月27日開催予定の定時株主総会の議案（決議事項）として、「取締役（監査等委員である取締役を除く）
４名選任の件」を提案しており、当該議案が承認可決された場合の状況も同様です。
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・企業統治の体制を採用する理由

当社は、経営の公正性と透明性の確保の重要性を認識し、諸施策に取組んでおります。コーポレート・ガバナ

ンスのあり方については、経営の監査・監督機能の強化や意思決定の迅速化を更に推進していく観点から、2020

年６月26日の定時株主総会での決議を経て、監査役会設置会社から監査等委員会設置会社に移行しました。今後

も、企業規模や経営環境の変化等に対し、意思決定の迅速性、監視機能の実効性等を勘案しながら更なる充実、

強化に取組んでまいります。

・内部統制システムの整備の状況

当社は、コーポレート・ガバナンス強化の一環として内部管理体制の整備・強化に取組んでおります。今後も

健全で持続的な発展を目指して内部統制システムを整備し運用することが経営上の重要な課題であると考え、会

社法及び会社法施行規則に従い、「内部統制システムの基本方針」を決定し、もって業務の有効性、効率性及び

適正性を確保しながら都度整備を図り、企業価値の維持・増大につなげるべく努力いたしております。

内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況は以下のとおりです。

1）取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

当社は、取締役及び使用人の職務の遂行が法令、定款、社内規程及び社会倫理に適合すること（以下「コン

プライアンス」という）を確保するための体制として、取締役会、社外取締役、監査等委員会、内部監査部門

及びコンプライアンス委員会がそれぞれの機能を最大限に発揮しつつ相互に連携して目的の達成に努力する体

制を基本としております。

イ．取締役会は法令遵守のための体制を含む内部統制システムの整備についての基本方針を決定するととも

に、定期的に整備状況の確認を行います。

ロ．取締役会には、監査等委員である取締役を含め複数名の社外取締役を継続して選任することにより、取締

役の職務執行の監督機能の維持・向上を図ります。

ハ．監査等委員である取締役は、取締役会など主要な会議に出席し、各々の有する経験及び知見に基づき種々

の意見や提言を適宜行うとともに、内部統制システムの整備・運用状況を含め取締役の職務執行を監査いた

します。

ニ．内部監査部門は、監査を通じて各部門の職務の遂行のコンプライアンスが確保されていることを確認いた

します。

ホ．コンプライアンス委員会は、コンプライアンス管理規程及びコンプライアンスに関する規程の制定、改廃

に関する取締役会への付議、コンプライアンスに関連する取締役及び使用人の行動規範として「コンプライ

アンス・マニュアル」の整備、配布及び研修実施等により、取締役及び使用人のコンプライアンス意識の維

持・向上を図ります。また、取締役及び使用人がコンプライアンス違反の疑義のある行為等を発見した場合

には、速やかにコンプライアンス委員会に報告される体制を構築している上、通報者名の匿名性等が保障さ

れた社内外からの通報制度を設け、取締役及び使用人に対して制度利用の働きかけを強化しております。

2）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役会、執行役員会議その他重要な会議の意思決定に関わる情報、社長執行役員及び担当役員決裁その他

の重要な決裁に関わる情報を記録し、文書管理規程に従って保存・管理した上、必要な関係者が閲覧できる体

制を構築しております。

3）損失の危機の管理に関する規程その他の体制

イ．経営に関する重大な影響を及ぼすリスクを全体的に認識、評価、対応する仕組みを構築しており、リスク

管理に関する規程を運用し、平時における事前予防体制と有事における迅速な対応及び再発防止策を講じる

体制のもと取組んでおります。

ロ．内部監査部門は、全社のリスク管理状況をレビューするため、各部署のリスク管理状況を監査し、定期的

に執行役員、関連部長、常勤監査等委員である取締役及び取締役会に報告しております。

ハ．当社経営におけるリスクのうち、収益に最も影響の大きい主原料価格リスクについては、原料部において

価格リスクを持つ数量の把握を行う一方、経理部において包括的に状況を把握する体制のもと取組んでおり

ます。

4）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

当社は、以下の職務権限、意思決定ルール及び経理管理システムを用いて、取締役の職務執行の効率化を

図っております。

イ．取締役会は、取締役の職務執行が効率的に行われるよう職務権限（取締役に対する権限委譲を含む）と意

思決定ルールを関連社内規程に定め、権限と責任を明確にしております。これらの社内規程の改廃は取締役

会の決定によります。また、業務の簡素化、組織のスリム化及びＩＴの適切な利用を通じて、業務の効率化

を推進しております。

ロ．取締役会は、中期経営基本方針及び中期事業計画を決定し、毎事業年度において中期経営基本方針及び中

期事業計画との整合性を持たせた年度事業計画を決定の上、その執行を監督いたします。
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5）監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

取締役（監査等委員である取締役を除く）は、監査等委員会の求めにより、監査等委員会の職務を補助する

使用人（以下「監査等委員会スタッフ」という）として適切な人材を配置いたします。

6）前項の使用人の取締役からの独立性に関する事項

監査等委員会スタッフの適切な職務遂行のため、監査等委員会スタッフは取締役（監査等委員である取締役

を除く）の指揮命令を受けないものとしております。

7）取締役及び使用人が監査等委員会に報告するための体制その他の監査等委員会への報告に関する事項

取締役及び使用人は、監査等委員会に対して、法定の事項に加え、全社的に重大な影響を及ぼす事項、内部

監査の実施状況、社内外からの通報制度を利用した通報の状況及びその内容、その他監査等委員会が職務遂行

上報告を受ける必要があると判断した事項について速やかに報告、情報提供を行うものといたします。

なお、執行役員（社長執行役員を含む）に関する内部通報があった場合には、コンプライアンス委員会及び

その調査の独立性を確保するため、まず常勤監査等委員に相談し、指示を受けつつ、調査を進めることといた

しております。

8）内部通報制度に基づく通報をした者が当該通報をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保

するための体制

当社は「コンプライアンス管理規程」のもとに「内部通報細則」を定め、内部通報制度に基づく通報をした

ことを理由に不利な取扱いをしないことを定めております。

9）監査等委員会の職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

監査等委員である取締役が職務の執行につき、費用の前払等を請求した時は、請求に係る費用または債務が

当該取締役の職務の執行に関係ないと認められる場合を除き、速やかに当該費用または債務を処理するものと

いたします。

10）その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

イ．代表取締役と監査等委員である取締役は、相互の意思疎通を図るため、定期的な会合を持つこととしてお

ります。

ロ．取締役（監査等委員である取締役を除く）は、監査等委員である取締役が必要と認めた重要な取引先の調

査にも協力いたします。

ハ．取締役（監査等委員である取締役を除く）は、監査等委員である取締役の職務の遂行に当たり、監査等委

員である取締役が必要と認めた場合に、弁護士、公認会計士等の外部専門家との連携を図れる環境を整備す

るものとしております。

11）反社会的勢力排除に向けた基本方針及びその整備状況

イ．反社会的勢力排除に向けた基本方針

　　当社は、社会的秩序や企業の健全な活動に脅威を与える反社会的勢力とは一切の関係を持たず、また不当

な要求に対しては、毅然とした姿勢で組織的に対応することとしております。

ロ．反社会的勢力排除に向けた整備状況

　　反社会的勢力との関係を遮断する取組みを一層推進するため、対応統括部署を総務人事部と定め、不当要

求防止責任者を配置するとともに社内体制の整備・強化を図っております。

　また、総務人事部を窓口として平素より所轄警察署及び外部専門機関などと連携することにより反社会的

勢力の排除に向けた情報収集及び共有化に努め、社内への周知徹底及び注意喚起を行っております。

・リスク管理体制の整備の状況

1）コンプライアンス委員会の設置

事業活動において取締役及び使用人が法令、社会規範及び社内規程を遵守した行動を取るための体制を構築

し、その実践を推進することを目的として、社長執行役員を委員長とするコンプライアンス委員会を設置して

おります。

2）内部統制委員会の設置

財務報告に係る内部統制体制の構築及びその有効性を継続的に評価する体制を整備することを目的として、

「財務報告に係る内部統制基本規程」を制定し、内部統制委員会を設置しております。

③　株主総会決議事項を取締役会で決議することができるとした事項

　    1）自己株式の取得

　　当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議をもって自己株式の取得をできる旨を定款に

定めております。これは、自己株式の取得が機動的に行えることを目的とするものであります。

　　　 2）中間配当

　　当社は、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議によって毎年９月30日を基準日として、中間

配当を行うことができる旨を定款に定めております。これは、株主への機動的な利益還元を行うことを目的と

するものであります。
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④　株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株

主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款に定めてお

ります。

⑤　取締役の定数

当社の取締役（監査等委員である取締役を除く）は７名以内、監査等委員である取締役は４名以内とする旨を

定款に定めております。

⑥　取締役の選任及び解任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株

主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款に定めております。また、取締役の選任決議は、累積投

票によらないものとする旨を定款に定めております。

解任決議について、会社法第341条の規定により、当社と取締役（監査等委員である取締役を除く）に関して

は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数を

もって行われます。監査等委員である取締役に関しては、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の

１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行われます。

⑦　責任限定契約の内容の概要

当社定款においては、会社法第427条第１項の規定により、当社と取締役（業務執行取締役等である者を除

く）との間で、同法第423条第１項に定める損害賠償責任を限定する契約を締結できる規定を設けております。

また当社は、当該定款規定に基づき、業務執行を行わない取締役との間で当該契約を締結しております。なお、

当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、同法第425条第１項に定める最低責任限度額となります。

⑧　役員等賠償責任保険契約制度の概要

当社は、当社取締役等を被保険者として、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締

結しております。当該保険契約では、個人被保険者である取締役等が、その地位に基づいて行った行為（不作為

行為を含む）に起因して損害賠償請求がなされた場合の法律上の損害賠償金や争訟費用などを填補することとし

ております。なお、保険料に関しましては、全額当社が負担しております。
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（２）【役員の状況】

①　役員一覧

1）2025年６月23日（有価証券報告書提出日）現在の当社の役員の状況は、以下のとおりであります。

男性　6名　女性　1名　（役員のうち女性の比率　14.3％）

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
（千株）

代表取締役

社長執行役員
横川　和史 1961年３月30日生

1985年４月 住友化学工業株式会社

(現住友化学株式会社)入社

1991年９月 ドイツ・ミュンヘン大学派遣

1993年10月 派遣免

2014年４月 大分工場医薬化学品生産技術

部長

2015年４月 大阪工場長

2017年４月 理事　大阪工場長

2019年４月 当社入社　顧問

2019年６月 代表取締役社長執行役員

（現任）
　

（注）２ 3

取締役 久野　和雄 1950年４月２日生

1973年４月 三宝伸銅工業株式会社

（現三菱マテリアル株式会社）

入社

1982年３月 取締役

1996年10月 代表取締役社長

2001年３月 取締役会長

2002年３月 取締役相談役

2002年６月 ニチエス株式会社

代表取締役社長（現任）

2003年６月 当社社外取締役（現任）
　

（注）２ 10

取締役 山口 登造 1962年６月１日生

1991年４月 住友化学工業株式会社

（現住友化学株式会社）入社

2009年４月 住化アッセンブリーテクノ株式

会社出向

2012年４月 情報電子化学業務室部長

2015年４月 光学製品事業部長

2018年４月 執行役員

2021年４月 常務執行役員

2024年６月 当社取締役（現任）

2025年４月 住友化学株式会社 専務執行役員

（現任）
　

（注）２ －

取締役 深堀　敬子 1957年12月25日生

1981年４月 広栄化学工業株式会社

（現広栄化学株式会社）入社

2008年１月 物流購買室部長

2015年４月 理事 物流購買室室長

2017年４月 理事 千葉工場副工場長

レスポンシブルケア室長

2019年６月 取締役

研究開発本部長、研究所長

2022年４月 取締役常務執行役員

2023年６月 非常勤取締役（現任）

2024年６月 当社社外取締役（現任）
　

（注）２ －

取締役（常勤監査等委員） 山林　稔治 1962年２月22日生

1987年１月 住友化学工業株式会社

(現住友化学株式会社)入社

1989年３月 筑波研究所研究グループ（金属

材料）

2015年４月 アルミニウム事業部部長

2017年７月 住化アルケム株式会社代表取締

役社長

2023年７月 当社入社　役員補佐

内部監査室（現内部監査部）担

当

2024年６月 当社取締役（常勤監査等委員）

（現任）
　

（注）３ －
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
（千株）

取締役（監査等委員） 井上　毅 1965年９月18日生

1997年４月 弁護士登録

井上法律事務所開業（現任）

2018年４月 民事調停委員（現任）

2019年６月 当社社外監査役

2020年１月 司法委員（現任）

2020年５月 福井県労働委員会　会長（現

任）

2020年６月 当社社外取締役（監査等委員）

（現任）
　

（注）３ －

取締役（監査等委員） 藤井　宏澄 1976年８月８日生

1999年４月 太田昭和監査法人（現ＥＹ新日

本有限責任監査法人）　入所

2003年４月 公認会計士登録

2008年７月 藤井宏澄公認会計士事務所開業

（現任）

2022年４月 日本公認会計士協会北陸会　副

会長（現任）

2024年６月 当社社外取締役（監査等委員）

（現任）
　

（注）３ －

計 13

　（注）１．取締役久野和雄氏、深堀敬子氏、井上毅氏、藤井宏澄氏は、社外取締役であります。

２．2024年３月期に係る定時株主総会終結の時から2025年３月期に係る定時株主総会終結の時までであります。

３．2024年３月期に係る定時株主総会終結の時から2026年３月期に係る定時株主総会終結の時までであります。

４．当社は、法令に定める監査等委員である取締役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第３項

に定める補欠取締役（監査等委員）１名を選任しております。補欠取締役の略歴は次のとおりであります。
 

氏名 生年月日 略歴
所有
株式数
（千株）

中村　淳 1976年９月２日生

 
2007年９月 弁護士登録

中村法律事務所開業

2011年１月 高志法律事務所(現弁護士法人高

志法律事務所)開業（現任）

2021年６月 越前市情報公開・個人情報保護

審査会　委員長（現任）

2022年４月 福井弁護士会綱紀委員会委員

（現任）
　

－

（注）補欠取締役（監査等委員）の任期は、就任した時から退任した取締役（監査等委員）の任期の満了す

る時までであります。
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2）2025年６月27日開催予定の定時株主総会の議案（決議事項）として、「取締役（監査等委員である取締役を除

く）４名選任の件」を提案しており、当該議案が承認可決された場合、当社の役員の状況は以下のとおりとな

る予定です。なお、役員の役職等につきましては、当該定時株主総会の直後に開催が予定される取締役会の決

議事項の内容（役職等）を含めて記載しております。

男性　6名　女性　1名　（役員のうち女性の比率　14.3％）

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有

株式数

（千株）

代表取締役

社長執行役員
紺藤　哲志 1965年１月22日

1989年４月 住友化学工業株式会社

(現住友化学株式会社)入社

2006年４月 カラーフィルター事業部営業開

発部長

2009年４月 光学製品事業部カラーフィル

ター部長

2010年２月 住化電子材料科技（合肥）有限

公司出向

2011年８月 有機EL事業化室部長

2016年４月 有機EL事業化室部長兼デバイス

開発センター所長

2017年７月 デバイス開発センター所長

2019年４月 理事 エネルギー・機能材料研

究所長

2023年４月 理事 大江工場長

2025年４月 当社入社　顧問

2025年６月 代表取締役社長執行役員

（現任）
　

（注）２ －

取締役 久野　和雄 1950年４月２日

1973年４月 三宝伸銅工業株式会社

（現三菱マテリアル株式会社）

入社

1982年３月 取締役

1996年10月 代表取締役社長

2001年３月 取締役会長

2002年３月 取締役相談役

2002年６月 ニチエス株式会社

代表取締役社長（現任）

2003年６月 当社社外取締役（現任）
　

（注）２ 10

取締役 山口 登造 1962年６月１日

1991年４月 住友化学工業株式会社

（現住友化学株式会社）入社

2009年４月 住化アッセンブリーテクノ株式

会社出向

2012年４月 情報電子化学業務室部長

2015年４月 光学製品事業部長

2018年４月 執行役員

2021年４月 常務執行役員

2024年６月 当社取締役（現任）

2025年４月 住友化学株式会社 専務執行役員

（現任）
　

（注）２ －

取締役 深堀　敬子 1957年12月25日

1981年４月 広栄化学工業株式会社

（現広栄化学株式会社）入社

2008年１月 物流購買室部長

2015年４月 理事 物流購買室室長

2017年４月 理事 千葉工場副工場長

レスポンシブルケア室長

2019年６月 取締役

研究開発本部長、研究所長

2022年４月 取締役常務執行役員

2023年６月 非常勤取締役（現任）

2024年６月 当社社外取締役（現任）
　

（注）２ －
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有

株式数

（千株）

取締役（常勤監査等委員） 山林　稔治 1962年２月22日

1987年１月 住友化学工業株式会社

(現住友化学株式会社)入社

1989年３月 筑波研究所研究グループ（金属

材料）

2015年４月 アルミニウム事業部部長

2017年７月 住化アルケム株式会社代表取締

役社長

2023年７月 当社入社　役員補佐

内部監査室（現内部監査部）担

当

2024年６月 当社取締役（常勤監査等委員）

（現任）
　

（注）３ －

取締役（監査等委員） 井上　毅 1965年９月18日

1997年４月 弁護士登録

井上法律事務所開業（現任）

2018年４月 民事調停委員（現任）

2019年６月 当社社外監査役

2020年１月 司法委員（現任）

2020年５月 福井県労働委員会　会長（現

任）

2020年６月 当社社外取締役（監査等委員）

（現任）
　

（注）３ －

取締役（監査等委員） 藤井　宏澄 1976年８月８日

1999年４月 太田昭和監査法人（現ＥＹ新日

本有限責任監査法人）　入所

2003年４月 公認会計士登録

2008年７月 藤井宏澄公認会計士事務所開業

（現任）

2022年４月 日本公認会計士協会北陸会　副

会長（現任）

2024年６月 当社社外取締役（監査等委員）

（現任）
　

（注）３ －

計 10

　（注）１．取締役久野和雄氏、深堀敬子氏、井上毅氏、藤井宏澄氏は、社外取締役であります。

２．2025年３月期に係る定時株主総会終結の時から2026年３月期に係る定時株主総会終結の時までであります。

３．2024年３月期に係る定時株主総会終結の時から2026年３月期に係る定時株主総会終結の時までであります。

４．当社は、法令に定める監査等委員である取締役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第３項

に定める補欠取締役（監査等委員）１名を選任しております。補欠取締役の略歴は次のとおりであります。
 

氏名 生年月日 略歴
所有
株式数
（千株）

中村　淳 1976年９月２日生

 
2007年９月 弁護士登録

中村法律事務所開業

2011年１月 高志法律事務所(現弁護士法人高

志法律事務所)開業（現任）

2021年６月 越前市情報公開・個人情報保護

審査会　委員長（現任）

2022年４月 福井弁護士会綱紀委員会委員

（現任）
　

－

（注）補欠取締役（監査等委員）の任期は、就任した時から退任した取締役（監査等委員）の任期の満了す

る時までであります。
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②　社外役員の状況

　当社の社外取締役は以下のとおり、取締役（監査等委員である取締役を除く）２名、監査等委員である取締役

２名であります。

氏名 主な職業・選任理由

久野　和雄

同氏は、事業法人の経営者としての豊富な経験と幅広い見識を当社経営の監

督に活かし、取締役会の更なる機能強化を図る役割に期待し、取締役に選任

しております。また、同氏は当社と取引上の利害関係がなく、かつ一般株主

との利益相反のおそれがないものと判断し、社外取締役に指定しておりま

す。

深堀　敬子

同氏は、製造業におけるレスポンシブルケアや研究開発業務での幅広い知識

と経験を活かすとともに、取締役会におけるコーポレート・ガバナンス強化

を図る役割に期待し、取締役に選任しております。また、同氏は当社と取引

上の利害関係がないものと判断し、社外取締役に指定しております。

井上　毅

同氏は、直接会社経営に関与された経験はありませんが、弁護士の資格を有

しており、専門的な知識と豊富な経験を有するため、監査等委員である取締

役に選任しております。また、同氏は当社と取引上の利害関係がなく、かつ

一般株主との利益相反のおそれがないものと判断し、社外取締役に指定して

おります。

藤井　宏澄

同氏は、直接会社経営に関与された経験はありませんが、公認会計士の資格

を有しており、企業の創業・開業の支援、経営計画の策定支援、資金繰り計

画の支援を行う等、財務及び会計に関する相当程度の知見を有するため、監

査等委員である取締役に選任しております。また、同氏は当社と取引上の利

害関係がなく、かつ一般株主との利益相反のおそれがないものと判断し、社

外取締役に指定しております。

（注）社外取締役による当社株式の保有は、「役員の状況　①役員一覧」の「所有株式数」欄に記載のとお

りであります。
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③　社外取締役を選任するための提出会社からの独立性に関する基準

　当社は、社外取締役を選任するための独立性の基準を2020年５月12日に定めております。詳細は以下のとおり

です。

「独立役員の指定に関する基準」

１．本基準は、当社が当社の社外取締役を国内各証券取引所の有価証券上場規程に規定する独立役員に指定

するに当たっての要件を定める。

２．以下の各号のいずれにも該当しない場合、当社は、その者を独立役員に指定することができる。

　⑴当社及び当社の子会社の業務執行取締役、執行役員及び部長職相当の従業員（以下「業務執行者」とい

う。）

　⑵当社の親会社及び兄弟会社（親会社の子会社）の業務執行者

　⑶次に掲げる当社の主要な取引先またはその業務執行者

①当社に製品もしくは役務を提供している取引先または当社が製品もしくは役務を提供している取引先

であって、独立役員に指定しようとする直近の事業年度において取引総額が当社単体売上高の２％を

超える者または当社への取引先連結売上高の２％を超える者

②当社が借入れを行っている金融機関であって、独立役員に指定しようとする直近の事業年度にかかる

当社事業報告において主要な借入先として氏名または名称が記載されている者

　⑷当社から役員報酬以外の報酬を得ている弁護士、公認会計士または税理士その他のコンサルタントで

あって、独立役員に指定しようとする直近の事業年度において当社から1,000万円以上の金銭その他の財

産上の利益を得ている者

　⑸当社と取引のある法律事務所、監査法人、税理士法人またはコンサルティング・ファームその他の専門

的アドバイザリー・ファームであって、独立役員に指定しようとする直近の事業年度において当社から

その団体の連結売上高の２％以上の支払いを当社から受けた団体に所属する者

　⑹当社の株主であって、独立役員に指定しようとする直近の事業年度末における議決権所有割合（直接保

有及び間接保有の双方を含む。）が10％以上である者またはその業務執行者

　⑺過去において上記⑴に該当していた者または過去１年間において上記⑵から⑹に該当していた者

　⑻上記⑴から⑺に掲げる者の配偶者または二親等以内の親族

　⑼前各号に定める要件のほか、当社の一般株主との間で恒常的に実質的な利益相反が生じるおそれのある

者

３．前項各号のいずれかに該当しない場合であっても、独立役員としての責務を果たせないと判断するに足

る事情があるときには、当該社外取締役を独立役員に指定しないこととする。

４．独立役員の指定に際しては、指名報酬委員会の諮問を経た上で本人の書面による同意に基づき当社が上

場している証券取引所に届出を行う。

④　社外取締役による監督または監査と内部監査、監査等委員会監査及び会計監査との相互連携並びに内部統制部

門との関係

社外取締役は内部監査部門、監査等委員会及び会計監査人の監査における重要な事項について報告を受けてお

り、必要に応じ監査担当者及び内部統制部門にヒアリングを実施するなど、経営の監督機能の向上を図ってお

ります。また、監査等委員会は内部監査部門や会計監査人と連携して監査等委員会監査を実施するとともに、

内部統制委員会へのオブザーバーとしての参画や、必要に応じ内部統制部門にヒアリングを実施するなど、牽

制機能の強化を図っております。
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（３）【監査の状況】

①　監査等委員会監査及び内部監査の状況

監査等委員会は、会計監査人と期の初めに年間の監査実施計画について打ち合わせを行い、その監査の状況に

ついて随時報告を受けており、期末には決算の内容につき詳細な報告を受けております。また、内部監査部門と

しての内部監査部が実施する各業務部門に対する監査報告会に監査等委員である取締役が出席し、業務執行にお

ける改善点等に関する助言を行っております。さらに、内部監査部門から指摘があった場合には、内部統制委員

会を開催し改善措置を講じる体制を整備しております。

また、常勤監査等委員は特定監査等委員として、会計監査報告を受けるなど、会計監査人との連携をとってお

ります。

なお、監査等委員である取締役井上毅氏は、弁護士の資格を有し、法律や関係実務に関する高い知見を有して

おります。同じく藤井宏澄氏は公認会計士の資格を有し、財務及び会計に関する高い知見を有しております。

当事業年度において当社は監査等委員会を原則月１回開催しており、個々の監査等委員の出席状況については

次のとおりであります。

氏名 開催回数 出席回数

取締役

（常勤監査等委員）
大嶋　哲夫 3 3

取締役

（常勤監査等委員）
山林　稔治 11 11

取締役

（監査等委員）
増田　仁視 3 3

取締役

（監査等委員）
井上　毅 14 14

取締役

（監査等委員）
藤井　宏澄 11 11

（注）１．開催回数が異なるのは、就任時期の違いによるものです。

２．大嶋哲夫氏、増田仁視氏は、任期満了により、2024年６月27日をもって退任しております。

監査等委員会では、監査報告書の作成ほか、会計監査人の報酬について同意や再任についての決議等、法定事

項等についての審議と決議を行っております。また、業務監査として内部統制システムの整備運用状況、不正行

為や法令・定款違反の状況、経営計画の取組状況等についての調査、確認を実施しております。

第69期は、重点監査項目として、①５万トンの安定稼働に向けた体制構築について監査、②サステナビリティ

の観点から「気候変動対応」と「人的資本への投資」を中心とした監査を実施しております。監査を通して事業

活動は適切に遂行されていることを確認しております。

また、独立監査人である、有限責任 あずさ監査法人が、監査上の主要な検討事項に該当すると決定した「有

形固定資産の評価」という判断は、監査等委員会としても妥当と判断しており、同監査人の監査方法及び結果は

相当であると確認しております。

常勤監査等委員の活動としては、執行役員会議等の重要な会議に出席し、必要に応じて意見を表明するととも

に、適宜、当社の取締役、執行役員及び使用人から必要な報告を受けています。また、会計監査及び内部統制監

査について会計監査人と、内部統制監査について内部監査部と積極的な意見交換及び情報交換を行っておりま

す。

内部監査部門による各種内部監査は、それぞれスケジュールどおり実施しており、監査結果につきましては、

内部監査部門から代表取締役、関係各執行役員のみならず、常勤監査等委員及び取締役会に対しても直接報告を

行っております。
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②　会計監査の状況

1）監査法人の名称

有限責任 あずさ監査法人

2）継続監査期間

６年間

3）業務を執行した公認会計士

指定有限責任社員　業務執行社員　　渡辺　直人

指定有限責任社員　業務執行社員　　牧野　敏幸

4）監査業務に係る補助者の構成

公認会計士７名、その他10名（会計士試験合格者３名含む）

5）監査法人の選定方針と理由

同監査法人の規模、経験等の職務遂行能力及び独立性、内部管理体制等を総合的に勘案した結果、適任と

判断したためと、親会社である住友化学株式会社の会計監査人と同一にすることにより、監査の効率化及び

グループ連結決算の一元的な監査体制の確立を図るためであります。

監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、株主

総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定いたします。

また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、監査等委員全

員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査等委員会が選定した監査等委員は、解任

後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨及びその理由を報告いたします。

6）監査等委員及び監査等委員会による監査法人の評価

監査等委員会は、同監査法人の監査の方法及び結果は相当であると評価しております。

③　監査報酬の内容等

1）監査公認会計士等に対する報酬

前事業年度 当事業年度

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく
報酬（百万円）

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく
報酬（百万円）

25 － 25 －

2）監査公認会計士等と同一のネットワークに属する組織に対する報酬（ 1）を除く。）

　　　　　　 該当事項はありません。

3）その他の重要な監査証明業務に基づく報酬の内容

該当事項はありません。

4）監査報酬の決定方針

監査公認会計士等に対する監査報酬の決定方針は策定しておりませんが、監査公認会計士等からの見積提

案をもとに、監査計画、監査内容、監査日数等の要素を勘案して検討し、監査等委員会の同意を得て決定す

る手続きを実施しております。

5）監査等委員会が会計監査人の報酬等に同意した理由

監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠等が

適切であるかどうかについて必要な検証を行った上で、会計監査人の報酬等の額について同意の判断をいた

しました。
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（４）【役員の報酬等】

①　役員の報酬等の額またはその算定方法の決定に関する方針に係る事項

　当社は、2021年２月９日開催の取締役会において、下記のとおり役員の報酬等の額またはその算定方法の決定

に関する方針を決議しております。

イ．基本方針

当社の取締役（監査等委員である取締役を除く）及び監査等委員である取締役の報酬については、業界水

準や業績等を勘案した月例の固定報酬制としております。

ロ．取締役の報酬水準、制度の決定

取締役の報酬水準や制度については、取締役会の諮問機関である「指名報酬委員会」（代表取締役１名及

び社外取締役２名で構成）の答申を受けて取締役会が決定いたします。

ハ．取締役（監査等委員である取締役を除く）の報酬限度額、個人別の報酬等の決定

・取締役（監査等委員である取締役を除く）の報酬限度額については、2020年６月26日開催の第64期定時

株主総会において決議されたとおり、年額150百万円以内（うち社外取締役分年額15百万円以内）と

し、各取締役（監査等委員である取締役を除く）に対する具体的金額、支給の時期等の決定は取締役会

の決議によることといたします。

・取締役（監査等委員である取締役を除く）の個人別の報酬等の決定に当たっては、取締役（監査等委員

である取締役を除く）に支給すべき報酬総額の妥当性を取締役会から指名報酬委員会に諮問し、答申を

得た上で、代表取締役社長執行役員に一任いたします。代表取締役社長執行役員は指名報酬委員会の答

申を尊重して個人別の報酬等を決定いたします。

ニ．監査等委員である取締役の報酬限度額・個人別の報酬等の決定

・監査等委員である取締役の報酬限度額については、2020年６月26日開催の第64期定時株主総会において

決議されたとおり、年額50百万円以内とし、各監査等委員である取締役に対する具体的金額、支給の時

期等の決定は監査等委員である取締役の協議によることといたします。

・監査等委員である取締役の個人別の報酬等の決定に当たっては、監査等委員である取締役に支給すべき

報酬総額の妥当性を取締役会から指名報酬委員会に諮問し、答申を得た上で、監査等委員である取締役

全員がその答申内容を踏まえて協議を行い、決定いたします。

②　役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる
役員の員数
（人）固定報酬 　退職慰労金

取締役（監査等委員及び社外

取締役を除く）
32 32 － 4

取締役（監査等委員）（社外

取締役を除く）
11 11 － 1

社外役員 20 20 － 6

（注）１．上表には、2024年６月27日開催の第68期定時株主総会の終結の時をもって退任した取締役（監

査等委員である取締役を除く）２名、監査等委員である取締役２名を含んでおります。

２．取締役（監査等委員）のうち井上毅氏、藤井宏澄氏の２名は、社外役員であります。

３．当社は業績連動報酬、非金銭報酬等は採用しておりません。
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（５）【株式の保有状況】

①投資株式の区分の基準及び考え方

　　　　当社は、投資株式について、もっぱら株式の価値の変動または配当の受領によって利益を得ることを目的とし

　　　て保有する株式を純投資目的である投資株式、それ以外の株式を純投資目的以外の目的である投資株式（政策保

　　　有株式）に区分しております。

②保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

1）保有方針及び保有の合理性を検証する方法並びに個別銘柄の保有の適否に関する取締役会等における検証の

内容

　　　　当社は、円滑な事業運営、取引関係の維持・強化などを目的として、中長期的な経済合理性や将来見通しを

総合的に勘案した上で、必要と判断される場合に限り、株式を政策的に保有します。保有する株式について

は、事業環境の変化・リターンとリスクなどを踏まえた中長期的な経済合理 性や将来の見通しなどを踏ま

え、毎年取締役会において保有のねらい・合理性等について議論した上で判断しております。なお、保有の必

要性がないと判断された場合には市場動向をみながら売却する方針としております。

2）銘柄数及び貸借対照表計上額

 
銘柄数
（銘柄）

貸借対照表計上額の
合計額（百万円）

非上場株式 2 1

非上場株式以外の株式 4 92

（当事業年度において株式数が増加した銘柄）

該当事項はありません。

（当事業年度において株式数が減少した銘柄）

該当事項はありません。

3）特定投資株式及びみなし保有株式の銘柄ごとの株式数、貸借対照表計上額等に関する情報

特定投資株式

銘柄

当事業年度 前事業年度
保有目的、業務提携等の概要、

定量的な保有効果
及び株式数が増加した理由

当社の株式の
保有の有無

株式数（株） 株式数（株）

貸借対照表計上額
（百万円）

貸借対照表計上額
（百万円）

住友商事㈱

16,700 16,700

広範な原料調達先の確保・運営として同社との

関係の維持・強化を図るために保有していま

す。定量的な保有効果は銘柄ごとの諸条件及び

個別の取引条件を開示できないため記載は困難

ですが、保有の合理性は関連取引や資本コスト

等も踏まえて総合的に検証しています。

有

56 60

日本曹達㈱

11,200 5,600

原料の調達先として同社との関係の維持・強化

を図るために保有しています。定量的な保有効

果は銘柄ごとの諸条件及び個別の取引条件を開

示できないため記載は困難ですが、保有の合理

性は関連取引や資本コスト等も踏まえて総合的

に検証しています。当事業年度における株式分

割により、株式数が増加しております。

有

32 33

㈱福井銀行

（注）

1,900 －

資金の調達先として同社との関係の維持・強化

を図るために保有しています。定量的な保有効

果は銘柄ごとの諸条件及び個別の取引条件を開

示できないため記載は困難ですが、保有の合理

性は関連取引や資本コスト等も踏まえて総合的

に検証しています。㈱福邦銀行に代えて株式の

割当交付を受けたため株式数が増加しておりま

す。

有

3 －

新日本電工㈱

2,300 2,300

当社事業と共通の事業領域を有する企業として

同社との関係の維持・強化を図るために保有し

ています。定量的な保有効果は銘柄ごとの諸条

件及び個別の取引条件を開示できないため記載

は困難ですが、保有の合理性は関連取引や資本

コスト等も踏まえて総合的に検証しています。

無

0 0

（注）㈱福井銀行は、2024年10月１日付の株式交換により、㈱福邦銀行を完全子会社としました。この株式交換により、

当社が保有していた㈱福邦銀行の普通株式１株につき、0.038株の割合で㈱福井銀行の普通株式の割当交付を受け

ております。
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③保有目的が純投資目的である投資株式

該当事項はありません。

④当事業年度に投資株式の保有目的を純投資目的から純投資以外の目的に変更したもの

該当事項はありません。

⑤当事業年度の前４事業年度及び当事業年度に投資株式の保有目的を純投資目的以外の目的から純投資目的に変更

したもの

該当事項はありません。
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第５【経理の状況】

１．財務諸表の作成方法について
　当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（1963年大蔵省令第59号。以下「財務諸

表等規則」という。）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、事業年度（2024年４月１日から2025年３月31日まで）

の財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による監査を受けております。

 

３．連結財務諸表について
　当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。

 

４．財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組について
　当社は、財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組を行っております。具体的には、会計基準等の内容を適切

に把握し、会計基準等の変更等について的確に対応できる体制を整備するため、公益財団法人財務会計基準機構へ加入

しております。

また、監査法人等の行う研修に参加しております。
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１【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(2024年３月31日)
当事業年度

(2025年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,322 1,594

電子記録債権 382 228

売掛金 5,544 4,655

商品及び製品 2,110 1,152

仕掛品 1,912 1,491

原材料及び貯蔵品 1,930 2,698

前払費用 37 46

グループ預け金 6,000 3,300

その他 52 666

流動資産合計 19,294 15,833

固定資産   

有形固定資産   

建物 ※２ 8,052 ※２ 7,867

減価償却累計額 △3,481 △3,740

建物（純額） ※１ 4,571 ※１ 4,127

構築物 ※２ 560 ※２ 564

減価償却累計額 △419 △444

構築物（純額） 140 119

機械及び装置 ※２ 25,217 ※２ 26,738

減価償却累計額 △17,092 △18,234

機械及び装置（純額） 8,125 8,504

車両運搬具 ※２ 131 ※２ 132

減価償却累計額 △98 △103

車両運搬具（純額） 32 29

工具、器具及び備品 ※２ 719 ※２ 677

減価償却累計額 △620 △601

工具、器具及び備品（純額） 99 75

リース資産 417 926

減価償却累計額 △405 △444

リース資産（純額） 11 482

土地 ※１ 1,433 ※１ 1,433

建設仮勘定 3,924 2,032

有形固定資産合計 18,339 16,806

無形固定資産   

ソフトウエア ※２ 4 ※２ 8

電話加入権 1 1

その他 0 0

無形固定資産合計 7 10

投資その他の資産   

投資有価証券 ※１ 122 ※１ 94

従業員に対する長期貸付金 2 1

長期前払費用 17 6

前払年金費用 238 251

繰延税金資産 69 -

その他 43 39

投資その他の資産合計 492 392

固定資産合計 18,839 17,209

資産合計 38,134 33,042
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  (単位：百万円)

 
前事業年度

(2024年３月31日)
当事業年度

(2025年３月31日)

負債の部   

流動負債   

電子記録債務 1,458 1,247

買掛金 6,464 3,663

短期借入金 ※１,※４ 1,500 ※１,※４ 900

１年内返済予定の長期借入金 ※１,※４ 1,500 ※１,※４ 1,500

未払金 1,110 431

未払費用 47 27

未払法人税等 283 51

預り金 42 27

リース債務 － 38

賞与引当金 266 175

設備関係電子記録債務 340 1,179

その他 54 1

流動負債合計 13,067 9,244

固定負債   

長期借入金 ※１,※４ 7,800 ※１,※４ 6,300

リース債務 － 489

資産除去債務 32 32

繰延税金負債 － 135

固定負債合計 7,832 6,956

負債合計 20,899 16,201

純資産の部   

株主資本   

資本金 9,155 9,155

資本剰余金   

資本準備金 6,662 6,662

資本剰余金合計 6,662 6,662

利益剰余金   

その他利益剰余金   

特別償却準備金 102 76

繰越利益剰余金 1,263 901

利益剰余金合計 1,366 978

自己株式 △2 △2

株主資本合計 17,181 16,793

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 52 47

評価・換算差額等合計 52 47

純資産合計 17,234 16,841

負債純資産合計 38,134 33,042
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②【損益計算書】

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(自　2023年４月１日
　至　2024年３月31日)

当事業年度
(自　2024年４月１日
　至　2025年３月31日)

売上高 ※１ 47,987 ※１ 36,497

売上原価   

製品期首棚卸高 2,699 2,110

当期製品製造原価 ※２,※３ 42,514 ※２,※３ 33,645

合計 45,213 35,756

製品期末棚卸高 2,110 1,152

製品売上原価 43,102 34,604

売上総利益 4,884 1,892

販売費及び一般管理費   

給料及び手当 336 352

賞与引当金繰入額 61 41

退職給付費用 △27 20

減価償却費 97 95

研究開発費 418 515

荷造運搬費 370 349

その他 855 854

販売費及び一般管理費合計 ※３ 2,113 ※３ 2,230

営業利益又は営業損失（△） 2,771 △338

営業外収益   

受取利息 0 1

受取配当金 3 3

仕入割引 0 －

為替差益 76 49

その他 9 10

営業外収益合計 90 65

営業外費用   

支払利息 66 91

支払手数料 11 8

その他 0 1

営業外費用合計 78 100

経常利益又は経常損失（△） 2,782 △373

特別利益   

補助金収入 100 1,281

受取補償金 － 303

投資有価証券売却益 3 －

固定資産売却益 － ※４ 2

その他 0 －

特別利益合計 103 1,587

特別損失   

固定資産売却損 － ※５ 1

固定資産除却損 ※６ 35 ※６ 3

固定資産圧縮損 ※７ 87 ※７ 1,095

投資有価証券評価損 － 21

特別損失合計 122 1,121

税引前当期純利益 2,763 92

法人税、住民税及び事業税 371 144

法人税等調整額 △163 205

法人税等合計 207 350

当期純利益又は当期純損失（△） 2,555 △257
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【製造原価明細書】

  
前事業年度

（自　2023年４月１日
至　2024年３月31日）

当事業年度
（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅰ　材料費  36,336 85.3 27,106 81.1

Ⅱ　労務費  1,608 3.8 1,763 5.3

Ⅲ　経費 ※１ 4,637 10.9 4,533 13.6

当期総製造費用  42,583 100.0 33,404 100.0

期首仕掛品棚卸高  2,404  1,912  

合計  44,987  35,317  

他勘定振替高 ※２ 560  180  

期末仕掛品棚卸高  1,912  1,491  

当期製品製造原価  42,514  33,645  

原価計算の方法

原価計算の方法は工程別総合原価計算を採用しております。

 

（注）※１．経費の主な内訳は次のとおりであります。

項目
前事業年度

（自 2023年４月１日
至 2024年３月31日）

当事業年度
（自 2024年４月１日
至 2025年３月31日）

減価償却費（百万円） 1,929 1,923

電力料（百万円） 968 874

 

※２．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。

項目
前事業年度

（自 2023年４月１日
至 2024年３月31日）

当事業年度
（自 2024年４月１日
至 2025年３月31日）

研究開発費（百万円）
（販売費及び一般管理費）

553 177

その他（百万円） 7 2

合計（百万円） 560 180
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　2023年４月１日　至　2024年３月31日）

      （単位：百万円）

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 
資本準備金

資本剰余金
合計

その他利益剰余金
利益剰余金合計

 特別償却準備金 繰越利益剰余金

当期首残高 9,155 6,662 6,662 127 △1,317 △1,189 △2

当期変動額        

特別償却準備金の取崩    △25 25 －  

当期純利益     2,555 2,555  

自己株式の取得       △0

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

       

当期変動額合計 － － － △25 2,581 2,555 △0

当期末残高 9,155 6,662 6,662 102 1,263 1,366 △2

 

     

 株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
 株主資本合計

その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額
等合計

当期首残高 14,625 31 31 14,657

当期変動額     

特別償却準備金の取崩 －   －

当期純利益 2,555   2,555

自己株式の取得 △0   △0

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

 20 20 20

当期変動額合計 2,555 20 20 2,576

当期末残高 17,181 52 52 17,234
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当事業年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

      （単位：百万円）

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 
資本準備金

資本剰余金
合計

その他利益剰余金
利益剰余金合計

 特別償却準備金 繰越利益剰余金

当期首残高 9,155 6,662 6,662 102 1,263 1,366 △2

当期変動額        

特別償却準備金の取崩    △26 26 －  

剰余金の配当     △130 △130  

当期純損失（△）     △257 △257  

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

       

当期変動額合計 － － － △26 △361 △387 －

当期末残高 9,155 6,662 6,662 76 901 978 △2

 

     

 株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
 株主資本合計

その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額
等合計

当期首残高 17,181 52 52 17,234

当期変動額     

特別償却準備金の取崩 －   －

剰余金の配当 △130   △130

当期純損失（△） △257   △257

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

 △4 △4 △4

当期変動額合計 △387 △4 △4 △392

当期末残高 16,793 47 47 16,841
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④【キャッシュ・フロー計算書】

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(自　2023年４月１日
　至　2024年３月31日)

当事業年度
(自　2024年４月１日
　至　2025年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前当期純利益 2,763 92

減価償却費 2,136 2,126

賞与引当金の増減額（△は減少） 68 △90

前払年金費用の増減額（△は増加） △190 △12

受取利息及び受取配当金 △3 △5

支払利息 66 91

為替差損益（△は益） △125 9

投資有価証券売却損益（△は益） △3 －

固定資産売却益 － △2

固定資産売却損 － 1

固定資産除却損 35 3

固定資産圧縮損 87 1,095

支払手数料 11 8

投資有価証券評価損益（△は益） － 21

補助金収入 △100 △1,281

受取補償金 － △303

売上債権の増減額（△は増加） 517 1,043

棚卸資産の増減額（△は増加） 2,440 612

仕入債務の増減額（△は減少） △3,008 △3,012

未収消費税等の増減額（△は増加） － △439

未払消費税等の増減額（△は減少） △608 △54

前渡金の増減額（△は増加） △0 0

その他 △153 △359

小計 3,933 △455

利息及び配当金の受取額 3 5

利息の支払額 △66 △91

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △431 △353

補助金の受取額 － 0

補償金の受取額 － 1,168

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,439 274

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △636 △1,697

有形固定資産の売却による収入 － 2

補助金の受取額 100 1,281

その他 △0 △3

投資活動によるキャッシュ・フロー △536 △416

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） － △600

長期借入金の返済による支出 △1,500 △1,500

手数料の支払額 △11 △10

配当金の支払額 － △129

リース債務の返済による支出 － △35

自己株式の取得による支出 △0 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,512 △2,275

現金及び現金同等物に係る換算差額 125 △9

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,516 △2,428

現金及び現金同等物の期首残高 5,806 7,322

現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 7,322 ※１ 4,894
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

　その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法

２．棚卸資産の評価基準及び評価方法

(1）製品・仕掛品・原材料

月次総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

(2）貯蔵品

最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

３．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

定額法

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

建物　　　　   ７～50年

機械及び装置　　２～12年

(2）無形固定資産（ソフトウエア）（リース資産を除く）

社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法

(3）リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

４．引当金の計上基準

(1）賞与引当金

従業員の賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当事業年度の負担額を計上しております。

(2）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務見込額から年金資産額を控除した金額

を計上しております。なお、年金資産が退職給付債務を超過した場合には、その超過額を前払年金費用とし

て投資その他の資産に計上しております。

退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、給

付算定式基準によっております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（14年）に

よる定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

５．収益及び費用の計上基準

製品の販売に係る収益は、主に製造による国内及び海外への販売であり、顧客との販売契約に基づいて製品を

引き渡す履行義務を負っております。当該国内への販売における履行義務は、顧客が当該製品に対する支配を

獲得して充足されると判断し、製品を引き渡した時点または顧客が製品を検収した時点で収益を認識しており

ます。ただし、一部の取引については出荷時点で収益を認識しております。また海外への販売における履行義

務は、顧客が当該製品に対する支配を獲得して充足されると判断し、貿易条件に基づき製品を船積した時点で

収益を認識しております。なお、約束された対価は履行義務の充足時点から概ね１ヶ月で支払いを受けてお

り、対価の金額に重要な金融要素は含まれておりません。

６．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する容易に換金可能であり、かつ価値の変

動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資からなっております。
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（重要な会計上の見積り）

会計上の見積りは、財務諸表作成時に入手可能な情報に基づいて合理的な金額を算出しております。当事業年度の

財務諸表に計上した金額が会計上の見積りによるもののうち、翌事業年度の財務諸表に重要な影響を及ぼす可能性が

ある項目は以下のとおりです。

二次電池事業に関する固定資産の減損損失の認識の要否

①　当事業年度の財務諸表に計上した金額

当事業年度において、主要顧客の増産時期の後ろ倒しや、一部顧客の破産手続開始により、当初想定していた

販売量から大幅に減少したことに加え、関連する棚卸資産の評価損失を計上したことにより、営業損失を計上し

ております。さらに、製品に求められる顧客のニーズに変化があり、技術確立及び段階的な製造対応が必要と

なっております。これらの状況より、当事業年度において、経営環境の著しい悪化が認められたことから、減損

の兆候があると判断し、減損損失の要否について検討を行いました。その結果、割引前将来キャッシュ・フロー

が有形固定資産の帳簿価額16,806百万円（前事業年度は18,339百万円）を超えると判断されたため、減損損失は

計上しておりません。

②　会計上の見積りの内容について財務諸表利用者の理解に資するその他の情報

当社の有形固定資産は、福井事業所の二次電池事業（単一セグメント）に関するものであり資産グループも単

一グループとして認識しております。

減損の兆候があると認められ、当該事業から得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回

り減損損失の認識が必要とされた場合、帳簿価額を回収可能価額（正味売却価額又は使用価値のいずれか高い金

額）まで減額し、帳簿価額の減少額は減損損失として認識されます。

また、当事業年度の将来キャッシュ・フローの見積りは、取締役会で承認された中期事業計画を基礎としてお

り、既存顧客への拡販や、新規顧客の獲得による販売数量の増加を見込んでおります。

こうした予測は事業環境の変化により影響を受ける可能性があることから不確実性を伴い、将来キャッシュ・

フローの見積りに重要な影響を及ぼす可能性があります。
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（未適用の会計基準等）

・「リースに関する会計基準」（企業会計基準第34号　2024年９月13日　企業会計基準委員会）

・「リースに関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第33号　2024年９月13日　企業会計基準委員

会）　等

 

(1）概要

企業会計基準委員会において、日本基準を国際的に整合性のあるものとする取組みの一環として、借手の全ての

リースについて資産及び負債を認識するリースに関する会計基準の開発に向けて、国際的な会計基準を踏まえた検

討が行われ、基本的な方針として、IFRS第16号の単一の会計処理モデルを基礎とするものの、IFRS第16号の全ての

定めを採り入れるのではなく、主要な定めのみを採り入れることにより、簡素で利便性が高く、かつ、IFRS第16号

の定めを個別財務諸表に用いても、基本的に修正が不要となることを目指したリース会計基準等が公表されまし

た。

借手の会計処理として、借手のリースの費用配分の方法については、IFRS第16号と同様に、リースがファイナン

ス・リースであるかオペレーティング・リースであるかにかかわらず、全てのリースについて使用権資産に係る減

価償却費及びリース負債に係る利息相当額を計上する単一の会計処理モデルが適用されます。

 

(2）適用予定日

2028年３月期の期首から適用します。

 

(3）当該会計基準等の適用による影響

「リースに関する会計基準」等の適用による財務諸表に与える影響額については、現時点で評価中であります。

 

（表示方法の変更）

（貸借対照表関係）

前事業年度において、「有形固定資産」の「建物」、「構築物」、「機械及び装置」に含めていた「リース資産」

は、表示の明瞭性を高めるため、当事業年度より「リース資産」に含めて表示しております。

この結果、前事業年度の貸借対照表において、「有形固定資産」の「建物」に含めていた27百万円、「減価償却累

計額」△19百万円、「建物（純額）」７百万円、「構築物」に含めていた11百万円、「減価償却累計額」△７百万

円、「構築物（純額）」３百万円、「機械及び装置」に含めていた378百万円、「減価償却累計額」△378百万円、

「機械及び装置（純額）」０百万円は、「有形固定資産」の「リース資産」417百万円、「減価償却累計額」△405百

万円、「リース資産（純額）」11百万円として組替えております。

（損益計算書関係）

前事業年度において、独立掲記していた「営業外収益」の「受取家賃」は、営業外収益の100分の10以下となった

ため、当事業年度より「その他」に含めて表示しております。この表示方法の変更を反映させるため、前事業年度の

財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前事業年度の損益計算書において、「営業外収益」の「受取家賃」に表示していた１百万円は、「その

他」として組み替えております。
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（貸借対照表関係）

※１　担保資産及び担保付債務

　　担保に供している資産は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（2024年３月31日）
当事業年度

（2025年３月31日）

建物 566百万円 514百万円

土地 1,125 1,125

投資有価証券 75 70

計 1,767 1,710

 

　　担保付債務は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（2024年３月31日）
当事業年度

（2025年３月31日）

短期借入金 1,500百万円 900百万円

１年内返済予定の長期借入金 1,420 1,420

長期借入金 7,320 5,900

計 10,240 8,220

（注）上記資産のうち、建物及び土地については、根抵当権（極度額3,088百万円）を設定しております。
 
 
※２　国庫補助金の受入れにより圧縮記帳を行った額は次のとおりであります。

 
前事業年度

（2024年３月31日）
当事業年度

（2025年３月31日）

建物 53百万円 163百万円

機械及び装置 33 931

計 87 1,095

　　なお、固定資産に係る国庫補助金等の受入れによる圧縮記帳累計額は次のとおりであります。

 
前事業年度

（2024年３月31日）
当事業年度

（2025年３月31日）

建物 563百万円 719百万円

構築物 12 12

機械及び装置 2,914 3,660

車両運搬具 2 2

工具、器具及び備品 53 53

ソフトウエア 0 0

計 3,547 4,449

 
３　電子記録債権譲渡高

 
前事業年度

（2024年３月31日）
当事業年度

（2025年３月31日）

電子記録債権譲渡高 －百万円 152百万円
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※４　財務制限条項

　　前事業年度（2024年３月31日）

（2017年３月28日契約）

株式会社三菱UFJ銀行を主幹事とするシンジケートローン契約（タームローン（借入残高900百万円）及びコミッ

トメントライン（借入残高－百万円））には、次の財務制限条項が付されており、下記条項に抵触した場合には、

期限の利益を喪失する可能性があります。

2017年３月以降に終了する各年度の決算期の末日における借入人単体の貸借対照表における純資産の部の金額

を、当該決算期の直前の決算期の末日における借入人単体の貸借対照表における純資産の部の金額の75％の金額以

上にそれぞれ維持すること。

本契約締結日以降、全貸付人の貸付義務が終了し、かつ借入人が貸付人及びエージェントに対する本契約上の全

ての債務の履行を完了するまで、住友化学株式会社の借入人に対する出資比率が50.1％以上に維持されるようにす

ること。

（2020年１月28日契約）

株式会社三菱UFJ銀行を主幹事とするシンジケートローン契約（借入残高8,400百万円）には、次の財務制限条項

が付されており、下記条項に抵触した場合には、期限の利益を喪失する可能性があります。

2020年３月以降に終了する各年度の決算期の末日における借入人単体の貸借対照表における純資産の部の金額

を、当該決算期の直前の決算期の末日における借入人単体の貸借対照表における純資産の部の金額の75％の金額以

上にそれぞれ維持すること。

本契約締結日以降、全貸付人の貸付義務が終了し、かつ借入人が貸付人及びエージェントに対する本契約上の全

ての債務の履行を完了するまで、住友化学株式会社の借入人に対する出資比率が50.1％以上に維持されるようにす

ること。

（2021年６月30日契約）

株式会社三井住友銀行を幹事とする当座借越契約（借入残高1,500百万円）には、次の財務制限条項が付されて

おり、下記条項に抵触した場合には、期限の利益を喪失する可能性があります。

2021年６月以降に終了する決算期の末日における借入人単体の貸借対照表における純資産の部の金額を、当該決

算期の直前の決算期の末日における借入人単体の貸借対照表における純資産の部の金額の75％の金額以上を維持す

ること。

本契約締結日以降、貸付人の貸付義務が終了し、かつ借入人が貸付人に対する本契約上の全ての債務の履行を完

了するまで、住友化学株式会社の借入人に対する出資比率が50.1％以上に維持されるようにすること。

（2022年９月27日契約）

株式会社三菱UFJ銀行を主幹事とするコミットメントライン契約（借入残高－百万円）には、次の財務制限条項

が付されており、下記条項に抵触した場合には、期限の利益を喪失する可能性があります。

2023年３月以降に終了する各年度の決算期の末日における借入人単体の貸借対照表における純資産の部の金額

を、当該決算期の直前の決算期の末日における借入人単体の貸借対照表における純資産の部の金額の75％の金額以

上にそれぞれ維持すること。

本契約締結日以降、全貸付人の貸付義務が終了し、かつ借入人が貸付人及びエージェントに対する本契約上の全

ての債務の履行を完了するまで、住友化学株式会社の借入人に対する出資比率が50.1％以上に維持されるようにす

ること。
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　　当事業年度（2025年３月31日）

（2017年３月28日契約）

株式会社三菱UFJ銀行を主幹事とするシンジケートローン契約（タームローン（借入残高600百万円）及びコミッ

トメントライン（借入残高－百万円））には、次の財務制限条項が付されており、下記条項に抵触した場合には、

期限の利益を喪失する可能性があります。

2017年３月以降に終了する各年度の決算期の末日における借入人単体の貸借対照表における純資産の部の金額

を、当該決算期の直前の決算期の末日における借入人単体の貸借対照表における純資産の部の金額の75％の金額以

上にそれぞれ維持すること。

本契約締結日以降、全貸付人の貸付義務が終了し、かつ借入人が貸付人及びエージェントに対する本契約上の全

ての債務の履行を完了するまで、住友化学株式会社の借入人に対する出資比率が50.1％以上に維持されるようにす

ること。

（2020年１月28日契約）

株式会社三菱UFJ銀行を主幹事とするシンジケートローン契約（借入残高7,200百万円）には、次の財務制限条項

が付されており、下記条項に抵触した場合には、期限の利益を喪失する可能性があります。

2020年３月以降に終了する各年度の決算期の末日における借入人単体の貸借対照表における純資産の部の金額

を、当該決算期の直前の決算期の末日における借入人単体の貸借対照表における純資産の部の金額の75％の金額以

上にそれぞれ維持すること。

本契約締結日以降、全貸付人の貸付義務が終了し、かつ借入人が貸付人及びエージェントに対する本契約上の全

ての債務の履行を完了するまで、住友化学株式会社の借入人に対する出資比率が50.1％以上に維持されるようにす

ること。

（2021年６月30日契約）

株式会社三井住友銀行を幹事とする当座借越契約（借入残高900百万円）には、次の財務制限条項が付されてお

り、下記条項に抵触した場合には、期限の利益を喪失する可能性があります。

2021年６月以降に終了する決算期の末日における借入人単体の貸借対照表における純資産の部の金額を、当該決

算期の直前の決算期の末日における借入人単体の貸借対照表における純資産の部の金額の75％の金額以上を維持す

ること。

本契約締結日以降、貸付人の貸付義務が終了し、かつ借入人が貸付人に対する本契約上の全ての債務の履行を完

了するまで、住友化学株式会社の借入人に対する出資比率が50.1％以上に維持されるようにすること。

 

５　コミットメントライン契約及び当座借越契約

当社は、運転資金調達のため取引銀行５行とコミットメントライン契約並びに設備投資資金調達のため取引銀行１

行と当座借越契約を締結しております。なお、コミットメントライン契約の一部（5,250百万円）につきましては、

当事業年度末現在、解約しております。これら契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高は次のとおりでありま

す。

 
前事業年度

（2024年３月31日）
当事業年度

（2025年３月31日）

コミットメントラインの総額 7,250百万円 2,000百万円

借入実行残高 － －

差引額 7,250 2,000

 

 
前事業年度

（2024年３月31日）
当事業年度

（2025年３月31日）

当座借越契約の総額 1,500百万円 900百万円

借入実行残高 1,500 900

差引額 － －
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（損益計算書関係）

※１　顧客との契約から生じる収益

売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載しておりません。顧客との

契約から生じる収益の金額は、財務諸表「注記事項（収益認識関係）１．顧客との契約から生じる収益を分解した

情報」に記載しております。

 

※２　期末棚卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、次の棚卸資産評価損が売上原価に含まれておりま

す。なお、以下の金額は戻入額と切下額を相殺した後のものです。

前事業年度
（自　2023年４月１日

　　至　2024年３月31日）

当事業年度
（自　2024年４月１日

　　至　2025年３月31日）

73百万円 1,591百万円

 

※３　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費の総額は次のとおりであります。

前事業年度
（自　2023年４月１日

　　至　2024年３月31日）

当事業年度
（自　2024年４月１日

　　至　2025年３月31日）

424百万円 518百万円

 

※４　固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

 
前事業年度

（自　2023年４月１日
至　2024年３月31日）

当事業年度
（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

機械及び装置 －百万円 2百万円

工具、器具及び備品 － 0

計 － 2

 

※５　固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。

 
前事業年度

（自　2023年４月１日
至　2024年３月31日）

当事業年度
（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

機械及び装置 －百万円 1百万円

計 － 1

 

※６　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

 
前事業年度

（自　2023年４月１日
至　2024年３月31日）

当事業年度
（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

建物 0百万円 2百万円

構築物 － 0

機械及び装置 1 0

車両運搬具 0 0

工具、器具及び備品 0 0

建設仮勘定 34 －

計 35 3

 
 
※７　固定資産圧縮損の内訳は次のとおりであります。

 
前事業年度

（自　2023年４月１日
至　2024年３月31日）

当事業年度
（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

建物 53百万円 163百万円

機械及び装置 33 931

計 87 1,095

 

（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　2023年４月1日　至　2024年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項
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当事業年度期首株
式数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

発行済株式     

普通株式 32,533,000 － － 32,533,000

合計 32,533,000 － － 32,533,000

自己株式     

普通株式 （注） 1,243 10 － 1,253

合計 1,243 10 － 1,253

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加10株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　　 該当事項はありません。

 

３．配当に関する事項

基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

2024年６月27日
定時株主総会

普通株式 130 利益剰余金 4 2024年３月31日 2024年６月28日

 

当事業年度（自　2024年４月1日　至　2025年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首株
式数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

発行済株式     

普通株式 32,533,000 － － 32,533,000

合計 32,533,000 － － 32,533,000

自己株式     

普通株式 1,253 － － 1,253

合計 1,253 － － 1,253

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　　 該当事項はありません。

 

３．配当に関する事項

配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

2024年６月27日
定時株主総会

普通株式 130 4 2024年３月31日 2024年６月28日
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（キャッシュ・フロー計算書関係）

※１．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
 
 

前事業年度
（自 2023年４月１日
至 2024年３月31日）

当事業年度
（自 2024年４月１日
至 2025年３月31日）

現金及び預金勘定 1,322百万円 1,594百万円

グループ預け金 6,000 3,300 

現金及び現金同等物 7,322 4,894 

 

２．重要な非資金取引の内容

ファイナンス・リース取引に係る資産及び債務の額は次のとおりであります。

 
 
 

前事業年度
（自 2023年４月１日
至 2024年３月31日）

当事業年度
（自 2024年４月１日
至 2025年３月31日）

ファイナンス・リース取引に係る資産の額 －百万円 509百万円

ファイナンス・リース取引に係る債務の額 － 563 

 

（リース取引関係）

１．ファイナンス・リース取引

　所有権移転外ファイナンス・リース取引

　①リース資産の内容

　　有形固定資産

主として、二次電池事業における生産設備、コンピュータ端末機（「機械及び装置」及び「工具、器具及び備

品」）であります。

　②リース資産の減価償却の方法

　　「注記事項（重要な会計方針）３．固定資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。

 

２．オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

（単位：百万円）
 

 
前事業年度

（2024年３月31日）
当事業年度

（2025年３月31日）

１年内 2 2

１年超 3 3

合計 6 6
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（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

　当社は、資金運用については短期的な預金及び住友化学グループのグループファイナンス等に限定し、また、資

金調達については増資、銀行借入及び住友化学グループのファイナンスによって行う方針です。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である電子記録債権及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関しては、当

社の商取引管理規程に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、主な取引先の信用状況を年度ご

とに把握する体制としています。

投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されていますが、主に業務上の関係を有する企業の株式

であり、定期的に時価を把握し、当該企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

営業債務である電子記録債務、買掛金並びに未払金、設備関係電子記録債務は、１年以内の支払期日です。

営業債務、未払金、設備関係電子記録債務、借入金及びリース債務は、流動性リスクに晒されていますが、当社

では、資金担当部門が月次に資金繰計画を作成するなどの方法により管理しています。

変動金利の借入金は、金利の変動リスクに晒されております。

(3) 信用リスクの集中

　当事業年度の決算日現在における営業債権（貸借対照表計上額4,884百万円）のうち97.1％が大口顧客５社に対す

るものであります。

 

２．金融商品の時価等に関する事項

　貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

前事業年度（2024年３月31日）

 
貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

(1）投資有価証券(*３) 95 95 －

 　資産計 95 95 －

(1）長期借入金(*４) 9,300 9,300 －

 　負債計 9,300 9,300 －

(*１)「現金及び預金」については、現金であること、及び預金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似

するものであることから、記載を省略しております。

(*２)電子記録債権、売掛金、グループ預け金、電子記録債務、買掛金、未払金、設備関係電子記録債務、短期借

入金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

(*３)市場価格のない株式等（貸借対照表計上額26百万円）は、「(1)投資有価証券」には含めておりません。

(*４)１年内返済予定の長期借入金を含めております。

 

当事業年度（2025年３月31日）

 
貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

(1）投資有価証券(*４) 92 92 －

 　資産計 92 92 －

(1）長期借入金(*５) 7,800 7,800 －

 　負債計 7,800 7,800 －

(*１)「現金及び預金」については、現金であること、及び預金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似

するものであることから、記載を省略しております。

(*２)電子記録債権、売掛金、グループ預け金、電子記録債務、買掛金、未払金、設備関係電子記録債務、短期借

入金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

(*３)リース債務は重要性が乏しいため、記載を省略しております。

(*４)市場価格のない株式等（貸借対照表計上額１百万円）は、「(1)投資有価証券」には含めておりません。

(*５)１年内返済予定の長期借入金を含めております。
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（注）１．金銭債権の決算日後の償還予定額

前事業年度（2024年３月31日）

 
１年以内

 (百万円）

１年超
５年以内
 (百万円）

５年超
10年以内
 (百万円）

10年超
 (百万円）

預金 1,322 － － －

電子記録債権 382 － － －

売掛金 5,544 － － －

グループ預け金 6,000 － － －

合計 13,250 － － －

 

当事業年度（2025年３月31日）

 
１年以内

 (百万円）

１年超
５年以内
 (百万円）

５年超
10年以内
 (百万円）

10年超
 (百万円）

預金 1,594 － － －

電子記録債権 228 － － －

売掛金 4,655 － － －

グループ預け金 3,300 － － －

合計 9,778 － － －

 

（注）２．借入金及びリース債務の決算日後の償還予定額

前事業年度（2024年３月31日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
２年以内
（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

４年超
５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

短期借入金 1,500 － － － － －

長期借入金 1,500 1,500 1,500 4,800 － －

合計 3,000 1,500 1,500 4,800 － －

 

当事業年度（2025年３月31日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
２年以内
（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

４年超
５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

短期借入金 900 － － － － －

長期借入金 1,500 1,500 4,800 － － －

リース債務 38 38 39 39 36 335

合計 2,438 1,538 4,839 39 36 335
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３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分

類しております。

レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価

レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属す

るレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

(1）時価で貸借対照表に計上している金融商品

前事業年度（2024年３月31日）

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

　その他有価証券

　　株式

 

 

95

 

 

－

 

 

－

 

 

95

資産計 95 － － 95

 

当事業年度（2025年３月31日）

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

　その他有価証券

　　株式

 

 

92

 

 

－

 

 

－

 

 

92

資産計 92 － － 92

 

(2）時価で貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

前事業年度（2024年３月31日）

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金 － 9,300 － 9,300

負債計 － 9,300 － 9,300

 

当事業年度（2025年３月31日）

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金 － 7,800 － 7,800

負債計 － 7,800 － 7,800

 

（注）　時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

投資有価証券

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価を

レベル１の時価に分類しております。

 

長期借入金

長期借入金は変動金利のため市場金利を反映し、信用状態が借入後大きく変化していないことから時価簿価

が近似していると考えられるため当該帳簿価額によっております。当該借入金はレベル２の時価に分類してお

ります。
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（有価証券関係）

１．その他有価証券

　　前事業年度（2024年３月31日）

 種類
貸借対照表計上額

（百万円）
取得原価（百万円） 差額（百万円）

貸借対照表計上額が取得
原価を超えるもの

株式 95 19 75

小計 95 19 75

合計 95 19 75

（注）市場価格のない株式等（貸借対照表計上額26百万円）については、上表の「その他有価証券」には含めておりませ

ん。

 

　　当事業年度（2025年３月31日）

 種類
貸借対照表計上額

（百万円）
取得原価（百万円） 差額（百万円）

貸借対照表計上額が取得
原価を超えるもの

株式 92 23 69

小計 92 23 69

合計 92 23 69

（注）市場価格のない株式等（貸借対照表計上額１百万円）については、上表の「その他有価証券」には含めておりませ

ん。

 

２．売却したその他有価証券

　　前事業年度（自　2023年４月１日　至　2024年３月31日）

種類 売却額（百万円）
売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

株式 6 3 －

合計 6 3 －

 

　　当事業年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

　　該当事項はありません。

 

３．減損処理を行ったその他有価証券

　　前事業年度（自　2023年４月１日　至　2024年３月31日）

　　該当事項はありません。

 

　　当事業年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

　　その他有価証券の株式について21百万円の減損処理を行っております。

なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行

い、30％以上～50％未満下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っ

ております。また、市場価格のない株式等の減損処理にあたっては、財政状態の悪化により実質価額が著しく低下

した場合に、個別に回復可能性を判断し、減損処理の要否を決定しております。

 

（デリバティブ取引関係）

１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

該当事項はありません。

 

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

該当事項はありません。
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

当社は、従業員の退職給付に充てるため、積立型の確定給付制度を採用しております。

確定給付企業年金制度では、給与と勤務期間に基づいた一時金又は年金を支給します。

また、当社は前事業年度末より、退職給付債務の計算方法を簡便法から原則法に変更しております。

 

２．確定給付制度

(1）退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表（簡便法を適用した制度を除く）

 
前事業年度

（自　2023年４月１日
至　2024年３月31日）

当事業年度
（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

退職給付債務の期首残高 －百万円 777百万円

勤務費用 － 83 

利息費用 － 12 

数理計算上の差異の発生額 － △71 

退職給付の支払額 － △36 

簡便法から原則法への変更による振替額 848 － 

簡便法から原則法への変更に伴う費用処理額 △71 － 

退職給付債務の期末残高 777 764 

 

(2）年金資産の期首残高と期末残高の調整表（簡便法を適用した制度を除く）

 
前事業年度

（自　2023年４月１日
至　2024年３月31日）

当事業年度
（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

年金資産の期首残高 －百万円 1,015百万円

期待運用収益 － 23 

数理計算上の差異の発生額 － △36 

事業主からの拠出額 － 84 

退職給付の支払額 － △36 

簡便法から原則法への変更による振替額 1,015 － 

年金資産の期末残高 1,015 1,050 

 

(3）簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表

 
前事業年度

（自　2023年４月１日
至　2024年３月31日）

当事業年度
（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

退職給付引当金（△は前払年金費用）

の期首残高
△47百万円 －百万円

退職給付費用 △36 － 

制度への拠出額 △82 － 

簡便法から原則法への変更による振替額 167 － 

退職給付引当金（△は前払年金費用）

の期末残高
－ － 
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(4）退職給付債務及び年金資産の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金及び前払年金費用の調整表

 
前事業年度

（2024年３月31日）
当事業年度

（2025年３月31日）

積立型制度の退職給付債務 777百万円 764百万円

年金資産 △1,015 △1,050 

 △238 △286 

未認識数理計算上の差異 － 34 

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 △238 △251 

 

退職給付引当金（△は前払年金費用） △238 △251 

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 △238 △251 

 

(5）退職給付費用及びその内訳項目の金額

 
前事業年度

（自　2023年４月１日
至　2024年３月31日）

当事業年度
（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

勤務費用 －百万円 83百万円

利息費用 － 12 

期待運用収益 － △23 

数理計算上の差異の費用処理額 － － 

簡便法で計算した退職給付費用 △36 － 

簡便法から原則法への変更に伴う影響額 △71 － 

確定給付制度に係る退職給付費用 △108 71 
 

 

(6）年金資産に関する事項

（ａ）年金資産の主な内訳

 
前事業年度

（自　2023年４月１日
至　2024年３月31日）

当事業年度
（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

債券 27％ 32％

株式 38 35 

一般勘定 23 24 

その他 12 9 

合計 100 100 

（ｂ）長期期待運用収益率の設定方法

年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産を構成する

多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。

 

(7）数理計算上の計算基礎に関する事項

主要な数理計算上の計算基礎

 
前事業年度

（自　2023年４月１日
至　2024年３月31日）

当事業年度
（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

割引率 1.55％ 2.33％

長期期待運用収益率 － 2.36 

予想昇給率については、2023年９月30日を基準日として算定した年齢別昇給指数を使用しております。

 

（ストック・オプション等関係）

該当事項はありません。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 前事業年度
（2024年３月31日）

 当事業年度
（2025年３月31日）

繰延税金資産    
売掛金 913百万円  627百万円
棚卸資産 －  424
賞与引当金 81  53
未払法定福利費 13  8
未払事業税 30  13

　ゴルフ会員権評価損 9  9
　減価償却超過額 13  276
　減損損失 79  77
　資産除去債務 9  10
　税務上の繰越欠損金（注）２ 764  602
　その他 1  9
　繰延税金資産小計 1,917  2,112
　税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額（注）２ △685  △602
　将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △1,021  △1,510
　評価性引当額小計（注）１ △1,707  △2,112
　繰延税金資産合計 210  －

繰延税金負債    
前払年金費用 △72  △78
その他有価証券評価差額金 △23  △21
特別償却準備金 △44  △34
その他 △0  △0

繰延税金負債合計 △140  △135
繰延税金資産(負債)の純額 69  △135

（注）１．評価性引当額が405百万円増加しております。その主な要因は、棚卸資産に係る評価性引当額が424百万円増加

したことによるものです。

２．税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰越期限別の金額

前事業年度（2024年３月31日）

 
１年以内

（百万円）

１年超

２年以内

（百万円）

２年超

３年以内

（百万円）

３年超

４年以内

（百万円）

４年超

５年以内

（百万円）

５年超

（百万円）

合計

（百万円）

税務上の繰越欠

損金(※１)
－ － － － 219 544 764

評価性引当額 － － － － △140 △544 △685

繰延税金資産 － － － － 79 － (※２)79

 
(※１) 税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。

(※２) 税務上の繰越欠損金764百万円（法定実効税率を乗じた額）について、繰延税金資産79百万円を計上して

おります。当該税務上の繰越欠損金については、将来の課税所得の見込みにより回収可能と判断した部分

については評価性引当額を認識しておりません。

 

当事業年度（2025年３月31日）

 
１年以内

（百万円）

１年超

２年以内

（百万円）

２年超

３年以内

（百万円）

３年超

４年以内

（百万円）

４年超

５年以内

（百万円）

５年超

（百万円）

合計

（百万円）

税務上の繰越欠

損金(※１)
－ － － 41 560 － 602

評価性引当額 － － － △41 △560 － △602

繰延税金資産 － － － － － － －

 
(※１) 税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。
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２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった主

要な項目別の内訳

 
前事業年度

（2024年３月31日）

 

 

当事業年度

（2025年３月31日）

法定実効税率 30.46％  30.46％

（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.06  1.24

住民税均等割 0.28  7.58

評価性引当額の増減 △21.28  388.63

税額控除 △1.87  △47.33

その他 △0.13  △1.88

税効果会計適用後の法人税等の負担率 7.52  378.70

 

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」（令和７年法律第13号）が2025年３月31日に国会で成立したことに伴い、

2026年４月１日以後開始する事業年度より、「防衛特別法人税」の課税が行われることになりました。

これに伴い、2026年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異に係る繰延税金資産及び繰延税

金負債については、法定実効税率を30.46％から31.36％に変更し計算しております。

この変更による財務諸表への影響は軽微であります。
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（持分法損益等）

該当事項はありません。

 

（資産除去債務関係）

　　資産除去債務に重要性が乏しいため、記載しておりません。

 

（収益認識関係）

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

前事業年度（自　2023年４月１日　至　2024年３月31日）

（単位：百万円）

主たる地域市場  

日本 28,668

アジア 18,085

欧州 1,233

外部顧客への売上高 47,987

  

主要な用途  

リチウムイオン電池  

車載用途 39,732

民生用途 2,419

ニッケル水素電池  

車載用途 4,315

その他 1,520

外部顧客への売上高 47,987

 

当事業年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

（単位：百万円）

主たる地域市場  

日本 29,414

アジア 6,082

欧州 1,000

外部顧客への売上高 36,497

  

主要な用途  

リチウムイオン電池  

車載用途 27,563

民生用途 1,007

ニッケル水素電池  

車載用途 5,151

その他 2,774

外部顧客への売上高 36,497

 

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

「注記事項（重要な会計方針）５．収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

 

３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当事業年度末にお

いて存在する顧客との契約から翌事業年度以降認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関する情報

当社では、当初の予想契約期間が１年を超える重要な取引がないため、実務上の便法を適用し、残存履行義務に

関する情報の記載を省略しています。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前事業年度（自　2023年４月１日　至　2024年３月31日）

　当社は二次電池事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

当事業年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

　当社は二次電池事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

【関連情報】

前事業年度（自 2023年４月１日 至 2024年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：百万円）

 
リチウムイオン
電池向け製品

ニッケル水素
電池向け製品

その他 合計

外部顧客への売上高 42,151 4,315 1,520 47,987

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

                                                                                  （単位：百万円）

日本 韓国 中国 ヨーロッパ 合計

28,668 9,787 8,298 1,233 47,987

（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

 

(2）有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、記載を省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　 （単位：百万円）

顧客の氏名又は名称 売上高 関連するセグメント名

パナソニックホールディングス㈱ 23,946 二次電池事業

丸紅㈱ 8,298 二次電池事業

STM Co.,Ltd. 5,247 二次電池事業

 

当事業年度（自 2024年４月１日 至 2025年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：百万円）

 
リチウムイオン
電池向け製品

ニッケル水素
電池向け製品

その他 合計

外部顧客への売上高 28,571 5,151 2,774 36,497

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

                                                                                  （単位：百万円）

日本 韓国 中国 ヨーロッパ 合計

29,414 4,128 1,954 1,000 36,497

（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

 

(2）有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、記載を省略しております。
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３．主要な顧客ごとの情報

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　 （単位：百万円）

顧客の氏名又は名称 売上高 関連するセグメント名

パナソニックホールディングス㈱ 22,027 二次電池事業

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項はありません。

 

【関連当事者情報】

１ 関連当事者との取引

（1）財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等に限る）等

前事業年度（自　2023年４月１日　至　2024年３月31日）

重要性が乏しいため、記載しておりません。

 

当事業年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

重要性が乏しいため、記載しておりません。

 

（2）財務諸表提出会社と同一の親会社を持つ会社等及び財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会社等

前事業年度（自　2023年４月１日　至　2024年３月31日）

種類
会社等
の名称又
は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の
内容又
は職業

議決権等
の所有(被
所有)割合
（％）

関連当事
者との関

係

取引の
内容

取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

同一の親

会社を持

つ会社

住化ファ

イナンス

株式会社

東京都

中央区
500

住友化学

㈱ 関係会

社への融

資等

－
資金の預

入

資金の預

入
6,000

グループ

預け金
6,000

資金の払

戻
4,200

（注）グループ預け金の金利につきましては、市場金利を勘案して合理的に決定しております。

 

当事業年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

種類
会社等
の名称又
は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の
内容又
は職業

議決権等
の所有(被
所有)割合
（％）

関連当事
者との関

係

取引の
内容

取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

同一の親

会社を持

つ会社

住化ファ

イナンス

株式会社

東京都

中央区
500

住友化学

㈱ 関係会

社への融

資等

－
資金の預

入

資金の預

入
3,300

グループ

預け金
3,300

資金の払

戻
6,000

（注）グループ預け金の金利につきましては、市場金利を勘案して合理的に決定しております。

 

２ 親会社又は重要な関連会社に関する注記

（1）親会社情報

住友化学株式会社（東京証券取引所に上場）

 

（2）重要な関連会社の要約財務情報

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

 
前事業年度

（自　2023年４月１日
至　2024年３月31日）

当事業年度
（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

１株当たり純資産額（円） 529.77 517.70

１株当たり当期純利益又は

１株当たり当期純損失（△）（円）
78.57 △7.93

（注）１.当事業年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株

式が存在しないため記載しておりません。なお、前事業年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　　２.１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前事業年度

(自　2023年４月１日
至　2024年３月31日)

当事業年度
(自　2024年４月１日
至　2025年３月31日)

当期純利益又は当期純損失（△）（百万円） 2,555 △257

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益又は

当期純損失（△）（百万円）
2,555 △257

普通株式の期中平均株式数（千株） 32,531 32,531

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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⑤【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
当期首残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
（百万円）

当期償却額
（百万円）

差引当期末残
高（百万円）

有形固定資産        

建物 8,052 38
223

（163）
7,867 3,740 276 4,127

構築物 560 4
0

（－）
564 444 25 119

機械及び装置 25,217 3,662
2,142

（931）
26,738 18,234 1,728 8,504

車両運搬具 131 12
10

（－）
132 103 14 29

工具、器具及び備品 719 17
60

（－）
677 601 40 75

リース資産 417 509 － 926 444 38 482

土地 1,433 － － 1,433 － － 1,433

建設仮勘定 3,924 2,052 3,944 2,032 － － 2,032

有形固定資産計 40,457 6,297
6,381

（1,095）
40,374 23,568 2,124 16,806

無形固定資産        

ソフトウエア 20 6 － 26 17 2 8

電話加入権 1 － － 1 － － 1

その他 1 － － 1 1 0 0

無形固定資産計 23 6 － 29 19 2 10

長期前払費用 17 － 11 6 － － 6

（注）１．「当期減少額」欄の（ )内は内書きで、補助金の受入れによる圧縮額であります。

２．当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。

機械及び装置 リチウムイオン電池関係設備 3,104百万円   

 インフラ設備 113百万円   

 研究開発関連設備 71百万円   

 その他 372百万円   

建設仮勘定 リチウムイオン電池関係設備 337百万円   

 インフラ設備 1,078百万円   

 研究開発関連設備 87百万円   

 その他 549百万円   

リース資産 ＬＮＧ関連設備等 509百万円   

３．機械及び装置の当期減少額のうち主なものは、リチウムイオン電池関係設備の除却982百万円であります。

 
 

【社債明細表】

　　　　　該当事項はありません。
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【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 1,500 900 1.140 －

１年以内に返済予定の長期借入金 1,500 1,500 1.050 －

１年以内に返済予定のリース債務 － 38 0.826 －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 7,800 6,300 1.092 2027年～2028年

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） － 489 0.751 2029年～2039年

その他有利子負債 － － － －

合計 10,800 9,227 － －

　（注）１．平均利率については、期末時点での利率及び残高を使用して算定した加重平均利率を記載しております。

２．長期借入金及びリース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の貸借対照表日後５年間の返済予定額は

以下のとおりであります。

 １年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

長期借入金 1,500 4,800 － －

リース債務 38 39 39 36

 

【引当金明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（目的使用）
（百万円）

当期減少額
（その他）
（百万円）

当期末残高
（百万円）

賞与引当金 266 175 266 － 175

 

【資産除去債務明細表】

当事業年度期首及び当事業年度末における資産除去債務の金額が、当事業年度期首及び当事業年度末における

負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、財務諸表等規則第125条の２の規定により記載を省略して

おります。

 

EDINET提出書類

株式会社田中化学研究所(E01050)

有価証券報告書

70/82



（２）【主な資産及び負債の内容】

①　資産の部

１）現金及び預金

区分 金額（百万円）

現金 0

預金  

当座預金 1,002

普通預金 590

別段預金 1

小計 1,594

合計 1,594

 

２）電子記録債権

(イ）相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

㈱豊田自動織機 228

合計 228

 

(ロ）期日別内訳

期日別 金額（百万円）

　2025年４月 120

５月 107

合計 228
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３）売掛金

(イ）相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

パナソニックホールディングス㈱ 2,271

トヨタバッテリー㈱ 1,043

STM Co.,Ltd. 545

住友商事㈱ 441

㈱豊田自動織機 212

その他 141

合計 4,655

 

(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

当期首残高
（百万円）

当期発生高
（百万円）

当期回収高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)

 
(C)

×100
(A) ＋ (B)

　

 
 (A) ＋ (D) 

 ２  

 (B)  

 365  
　

5,544 39,778 40,667 4,655 89.7 46.8

 

４）商品及び製品

品目 金額（百万円）

製品  

リチウムイオン電池向け製品 886

ニッケル水素電池向け製品 265

合計 1,152

 

５）仕掛品

品目 金額（百万円）

リチウムイオン電池向け製品 1,351

ニッケル水素電池向け製品 139

合計 1,491

 

 

EDINET提出書類

株式会社田中化学研究所(E01050)

有価証券報告書

72/82



６）原材料及び貯蔵品

区分 金額（百万円）

原材料  

　ニッケル系主要原料 1,868

　コバルト系主要原料 617

　その他主要原料 68

　補助原料 72

小計 2,626

貯蔵品  

　包装資材 55

　その他 16

小計 72

合計 2,698

 

７）グループ預け金

相手先 金額（百万円）

住化ファイナンス㈱ 3,300

合計 3,300

 

②　負債の部

１）電子記録債務

(イ）相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

エム・ネットワーク㈱ 518

興和江守㈱ 126

岩谷産業㈱ 111

日曹商事㈱ 72

南海化学㈱ 60

その他 357

合計 1,247

 

(ロ)期日別内訳

期日別 金額（百万円）

　2025年４月 394

５月 384

６月 276

７月 191

合計 1,247
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２）買掛金

相手先 金額（百万円）

阪和興業㈱ 1,737

パナソニックホールディングス㈱ 1,600

エム・ネットワーク㈱ 138

興和江守㈱ 82

日曹商事㈱ 24

その他 81

合計 3,663

 

３）未払金

相手先 金額（百万円）

轟産業㈱ 86

北陸電力㈱ 76

岩谷産業㈱ 51

一宮運輸㈱ 31

社会保険事務所 17

その他 167

合計 431

 

４）設備関係電子記録債務

(イ）相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

㈱カナデビアエンジニアリング 968

㈱ナカテック 90

㈲上田鉄工 28

北菱電興㈱ 17

轟産業㈱ 14

その他 60

合計 1,179

 

(ロ)期日別内訳

期日別 金額（百万円）

　2025年４月 37

５月 49

６月 92

７月 999

合計 1,179

 

（３）【その他】

当事業年度における半期情報等
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 中間会計期間 当事業年度

売上高（百万円） 18,793 36,497

税引前中間（当期）純利益

（百万円）
1,092 92

中間純利益又は当期純損失（△）

（百万円）
1,077 △257

１株当たり中間純利益又は

１株当たり当期純損失（△）（円）
33.12 △7.93
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日
９月30日

３月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り  

取扱場所

（特別口座）

大阪府大阪市中央区伏見町三丁目６番３号

　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　大阪証券代行部

株主名簿管理人

　（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所 ─────

買取手数料 無料

公告掲載方法

当社の公告は電子公告により行います。ただし、電子公告によることがで

きない事故、その他やむを得ない事由が生じた場合には、日本経済新聞に

公告いたします。

なお、電子公告は当社ホームページに掲載しており、そのアドレスは次の

とおりです。

＜https://www.tanaka-chem.co.jp/＞

株主に対する特典 該当事項はありません。

（注）当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、取得請求権付株式の取得を請

求する権利並びに募集株式又は募集新株予約権の割当を受ける権利以外の権利を有しておりません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

 

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

　事業年度（第68期）（自　2023年４月１日　至　2024年３月31日）2024年６月28日関東財務局長に提出

(2）内部統制報告書及びその添付書類

 2024年６月28日関東財務局長に提出

(3) 半期報告書及び確認書

　　（第69期中）（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）2024年11月１日関東財務局長に提出

(4）臨時報告書

2024年６月28日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）に基づく臨時報

告書であります。

2025年２月28日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第11号（取立不能又は取立遅延のおそれ）に基づく臨時報告書であ

ります。

2025年３月21日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号（財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に著し

い影響を与える事象）に基づく臨時報告書であります。

(5）臨時報告書の訂正報告書

2025年３月21日関東財務局長に提出

2025年２月28日提出の臨時報告書（取立不能又は取立遅延のおそれ）に係る訂正報告書であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書  

 

   2025年６月23日

株式会社　田中化学研究所    

 

 取締役会　御中   

 

 有限責任 あずさ監査法人  

 北陸事務所  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 渡　辺　　直　人

 
 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 牧　野　　敏　幸

 

＜財務諸表監査＞

監査意見

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社田中化学研究所の2024年４月１日から2025年３月31日までの第69期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表

について監査を行った。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

田中化学研究所の2025年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における

当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫

理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査

法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
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監査上の主要な検討事項

　監査上の主要な検討事項とは、当事業年度の財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要であると

判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形成において対

応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。

二次電池事業に関する固定資産の減損損失の認識の要否に関する判断の妥当性

監査上の主要な検討事項の内容及び決定理由 監査上の対応

　株式会社田中化学研究所の貸借対照表には、有形固定資

産16,806百万円が計上されている。注記事項「（重要な会

計上の見積り）二次電池事業に関する固定資産の減損損失

の認識の要否」に記載されているとおり、当該有形固定資

産は、福井事業所の二次電池事業（単一セグメント）に関

するものであり、総資産の50％を占めている。

　これらの固定資産は、減損の兆候があると認められる場

合には、資産グループから得られる割引前将来キャッ

シュ・フローの総額と帳簿価額を比較することによって、

減損損失の認識の要否を判定する必要がある。判定の結

果、減損損失の認識が必要と判定された場合、帳簿価額を

回収可能価額まで減額し、帳簿価額の減少額は減損損失と

して認識される。

　当事業年度において、主要顧客の増産時期の後ろ倒し

や、一部顧客の破産手続開始により、当初想定していた販

売量から大幅に減少したことに加え、関連する棚卸資産の

評価損失を計上したことにより、営業損失を計上した。さ

らに、製品に求められる顧客のニーズに変化があり、技術

確立及び段階的な製造対応が必要となっている。以上の状

況より、経営環境の著しい悪化が認められたことから、減

損の兆候があると判断し、減損損失の認識の要否の判定が

行われている。その結果、見積もられた割引前将来キャッ

シュ・フローの総額が有形固定資産の帳簿価額を上回った

ことから、減損損失の認識は不要と判断されている。

　当該判定に用いられる将来キャッシュ・フローの見積り

は、経営者が作成した中期事業計画を基礎としている。当

該中期事業計画では、既存顧客への拡販や、新規顧客の獲

得による販売数量の増加といった不確実性が高い仮定が使

用されており、これらの判断が将来キャッシュ・フローの

見積りに重要な影響を及ぼす。

　以上から、当監査法人は、二次電池事業に関する固定資

産の減損損失の認識の要否に関する判断の妥当性が、当事

業年度の財務諸表監査において特に重要であり、監査上の

主要な検討事項に該当すると判断した。

　当監査法人は、二次電池事業に関する固定資産の減損損

失の認識の要否に関する判断の妥当性を評価するため、主

に以下の監査手続を実施した。

(1）内部統制の評価

　固定資産の減損損失の認識の要否の判定に関連する内

部統制の整備及び運用状況の有効性を評価した。評価に

当たっては、特に将来キャッシュ・フローの基礎となる

中期事業計画の作成プロセスに焦点を当てた。

(2）将来キャッシュ・フローの見積りの合理性の評価

　将来キャッシュ・フローの見積りの基礎となる中期事

業計画の作成に当たって使用された主要な仮定の適切性

を検討するため、当該主要な仮定の根拠について経営者

に対して質問したほか、主に以下の手続を実施した。

●既存顧客への拡販や、新規顧客の獲得による販売数量の

増加予測について、受注確度を営業責任者に対して質問

するとともに、顧客との商談議事録や顧客の増産計画に

関する資料を閲覧した。また、当監査法人が独自に入手

した外部調査機関による市場予測データとの比較を行

い、経営者の見積りの仮定との整合性を確認した。

●販売数量に関する過去の中期事業計画の達成状況及び差

異の原因についての検討結果等を踏まえて、中期事業計

画に一定の不確実性を織り込んだ場合の、将来キャッ

シュ・フローの見積りに与える影響について検討した。
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その他の記載内容

　その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、財務諸表及びその監査報告書以外の情報である。経営者

の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロ

セスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

　当監査法人の財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内

容に対して意見を表明するものではない。

　財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と財

務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要

な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す

ることが求められている。

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

 

財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを評

価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要があ

る場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

財務諸表監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がな

いかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決定に影

響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし

ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立

案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査

証拠を入手する。

・財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施

に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関

連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継

続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付け

る。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に注意を喚

起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外事項付意見

を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の

事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうか

とともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や会計事象を

適正に表示しているかどうかを評価する。
 
　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な

不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会と協議した事項のうち、当事業年度の財務諸表の監査で特に重要であると判断した事項を監査

上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁止されている場

合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上回ると合理的に

見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。
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＜内部統制監査＞

監査意見

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社田中化学研究所の

2025年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

　当監査法人は、株式会社田中化学研究所が2025年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記

の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財

務報告に係る内部統制の評価結果について、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制

監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準における当監査法人の責任は、「内部統制監査における監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、

監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を

入手したと判断している。

 

内部統制報告書に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

　監査等委員会の責任は、財務報告に係る内部統制の整備及び運用状況を監視、検証することにある。

　なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

内部統制監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した内部統制監査に基づいて、内部統制報告書に重要な虚偽表示がないかどうかについ

て合理的な保証を得て、内部統制監査報告書において独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにあ

る。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に従って、監査の過程を

通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するための監査手続を実施する。

内部統制監査の監査手続は、監査人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性に基づいて選択及び適用さ

れる。

・財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統

制報告書の表示を検討する。

・内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果に関する十分かつ適切な監査証拠を入手するために、内部

統制の監査を計画し実施する。監査人は、内部統制報告書の監査に関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。
 
　監査人は、監査等委員会に対して、計画した内部統制監査の範囲とその実施時期、内部統制監査の実施結果、識別した

内部統制の開示すべき重要な不備、その是正結果、及び内部統制の監査の基準で求められているその他の事項について報

告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

＜報酬関連情報＞

　当監査法人及び当監査法人と同一のネットワークに属する者に対する、会社の監査証明業務に基づく報酬及び非監査業

務に基づく報酬の額は、「提出会社の状況」に含まれるコーポレート・ガバナンスの状況等 (３)【監査の状況】に記載

されている。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記の監査報告書の原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。
２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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